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掲載論文リスト 

本博士論文は 3 つの研究で構成される．そのうち，研究 1「医療従事者のための信念対立におけ

る要因と反応測定尺度（ABC-FR : Assessment of Belief Conflict for Factor and Response）の開

発」，研究 2「ABC-FR の尺度特性の検証と構造的関連性の検討」が査読付き学術誌へ掲載された． 

 

研究 1「医療従事者のための信念対立における要因と反応測定尺度（ABC-FR : Assessment of 

Belief Conflict for Factor and Response）の開発」 

大岸太一，京極真（2018）医療従事者のための信念対立における要因と反応測定尺度（ABC-FR : 

Assessment of Belief Conflict for Factor and Response）の開発．日本臨床作業療法研究 5：94-

101 

 

研究 2「ABC-FR の尺度特性の検証と構造的関連性の検討」 

大岸太一，京極真（2018）医療者の信念対立，作業機能障害，職業性ストレスの構造的関連性につ

いて．日本臨床作業療法研究 5：80-86 

  



- 4 - 

 

定義リスト 

 本博士論文における主要概念の定義は以下の通りである． 

 

（概念） （定義） 

信念対立 

(Belief conflict) 
立場や価値観の違いから生じる対人関係上のトラブルである 1）． 

信念対立の要因 

(Factor of belief conflict) 
矛盾する信念に気づくきっかけになった出来事である 2）． 

信念対立の反応 

(Response of belief conflict) 
信念対立によって生じた応答である 2）． 

作業機能障害 

(Occupational dysfunction) 

生活行為（仕事，遊び，日課，休息）が適切に行えない状態である

3）． 

職業性ストレス反応 

(Job stress response) 

仕事上の要求・圧力によって，自分の知識・能力にあわない仕事に

取り組まなければならないときに生じる反応である 4）． 

ストレス反応 

(Stress Response) 

日常体験するさまざまなストレッサーによって引き起こされる情

動的，認知的，行動的変化である 5)． 

 

文献 

1) 京極真（2011）医療関係者のための信念対立解明アプローチ・コミュニケーションスキル入

門．誠信書房，東京 

2) 大岸太一，京極真（2018）医療従事者のための信念対立における要因と反応測定尺度（ABC-

FR : Assessment of Belief Conflict for Factor and Response）の開発．日本臨床作業療法研究

5：94-101 

3) 寺岡睦，京極真（2014）作業に根ざした実践と信念対立解明アプローチを統合した「作業に根

ざした実践 2.0」の提案．作業療法 33(3)：249-258 

4) World Health Organization (2007) Workers’ Health : global plan of action ．http://ww

w.who.int/entity/occupational_health/WHO_health_assembly_en_web.pdf［Accessed Novem

ber 1, 2018］ 

5) 鈴木伸一，嶋田洋徳，三浦正江，片柳弘司，右馬埜力也，坂野雄二（1997）新しい心理的ストレ

ス反応尺度（SRS-18）の開発と信頼性・妥当性の検討．行動医学研究 4 (1)：22-49 
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省略文字リスト 

本研究における省略文字は以下の通りである． 

ABC-FR：Assessment of Belief Conflict for Factor and Response，信念対立における要因と反応

測定尺度 

ABCP：Assessment of Belief Conflict for Profession，専門職のための信念対立評価尺度 

ABCR-14：Assessment of Belief Conflict in Relationship-14 

AUC：Area Under the Curve，曲線下領域 

AVE：Average Variance Extracted，平均分散抽出 

CAOD：Classification and Assessment of Occupational Dysfunction，作業機能障害の種類と評価 

CBT：Cognitive Behavioral Therapy Training，認知行動療法 

CFA：Confirmatory Factor Analysis，確認的因子分析 

CFI：Comparative Fit Index，比較適合度指標 

CI：Confidence Interval，信頼区間 

COSMIN：COnsensus-based Standards for the selection of health Measurement INstruments，

健康関連尺度の選択に関する合意に基づく指針 

DAB：Dissolution Approach for Belief conflict，信念対立解明アプローチ 

EFA：Exploratory Factor Analysis，探索的因子分析 

HPA：Hypothalamic-Pituitary-Adrenalaxis，視床下部-下垂体-副腎皮質系 

ID：Instructional Design，インストラクショナルデザイン 

MBP：Model Based Practice，理論に根ざした実践 

OBP：Occupation-Based Practice，作業に根ざした実践 

OBP2.0：Occupation-Based Practice 2.0，作業に根ざした実践 2.0 

RMSEA：Root Mean Square Error of Approximation，平均二乗誤差平方根 

SD：Standard Deviation，標準偏差 

SRS-18：Stress Response Scale-18，心理的ストレス反応尺度 

SSD：Single-System Design，シングルシステムデザイン 

TLI：Tucker-Levis Index，タッカー・ルイス指標 

WLSMV：Weighted Least-Squares estimation with Mean and Variance adjustment，ロバスト

重み付き最小二乗法 

WHO：World Health Organization，世界保健機関 

WFOT：World Federation of Occupational Therapist，世界作業療法士連盟 
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序章 

1. 背景 

 世界保健機関（World Health Organization：以下，WHO）は，労働者の健康問題への対策を重

要課題の一つとして挙げている 1）．労働者の健康問題への取り組みの背景には，労働者個人の身体

や精神の健康維持に寄与すると同時に，国家や世界経済の持続，および発展にも関わる重要な問題

であるといった認識がある 1）．本邦においても，労働者のメンタルヘルスの不調および自殺率が増

加傾向にあり，厚生労働省の主導で 2015 年 12 月からストレスチェック制度が導入された 2,3）．ま

た，医療・福祉に関する事業所でメンタルヘルス不調者がいると回答した割合は 76.6%と高く，医

療従事者にとってもメンタルヘルスは大きな問題となっている 2）． 

近年，作業療法では，医療従事者のメンタルヘルス問題に関連する概念として，信念対立が着目

されつつある 4-6）．信念対立は元来，哲学領域を中心に扱われていた概念であり，立場や価値観の違

いから生じる争いとして位置付けられてきた 7)．哲学の信念対立の例としては，主観客観問題があ

る 7)．これは，主観と客観がどう一致するのかを問うものであり，長年哲学では，主観と客観の一

致不一致を巡って議論が紛糾してきた 7)．その結果として，相互不信を生み出し，対人関係上のト

ラブルに発展し，極限では宗教戦争や国際紛争を引き起こす問題であると認識されてきた 7,8）． 

一方，現代医療は異なる職種で構成される多職種連携を基本としている 9,10)．多職種連携は患者と

その家族，医師，看護師，薬剤師，作業療法士，理学療法士など様々なメンバーが協力しあう営み

である 9,10)．つまり，異なる認識を持つ人々が議論しながら実践するのが，多職種連携の特徴であ

る．ところが，多職種連携には，死亡率や再発率などの減少，治療満足度の改善，円滑なコミュニ

ケーションの促進，専門性の発揮などさまざまな利点があるものの，その実践には困難がともなう

ことがあると指摘されている 10,11)．その理由は，多職種連携は患者とその家族や医療従事者といっ

た立場の異なる人々が協働するため，信念対立が生じやすい構造にあるからである 11,12)．医療保健

福祉領域における信念対立は，立場や価値観の違いから生じる対人関係上のトラブルであると定義

される 12)．これまでの研究結果より，医療従事者の信念対立は複雑で多様な様相を呈する問題であ

ることが分かってきた．例えば，先行研究では，信念対立は同職種間，他職種間，患者とその家族

間で生じ，対人関係の悪化と強い相関を示した 13,14)．また，医療者の治療理論の違いが信念対立を

引き起こし，治療目標を達成するために連携できないことも明らかになった 15)．加えて，医療従事

者が信念対立を経験することで，怒り，不安，葛藤，悲しみなどの否定的な感情が生じることや，

信念対立への対処に難渋し，逆に信念対立を強化することが報告されている 16-20）．以上の報告よ

り，医療従事者の信念対立は多職種連携の帰結として発生する問題として捉えることができる．一

方，医療従事者の信念対立が職業性ストレス，およびバーンアウト症候群を悪化させる要因である

可能性が指摘されている 4,6）．また，医療従事者の信念対立は作業機能障害と中等度の相関があり，

信念対立を経験する人は作業機能障害も経験することが多いという報告もある 13）．作業機能障害と

は，生活行為（仕事，遊び，日課，休息）を適切にやり遂げられない問題であり，労働者のストレ

ス，バーンアウト症候群，抑うつ状態といったメンタルヘルス問題に関与することが報告されてい

る 21）．このように，医療保健福祉領域の信念対立は，医療従事者のメンタルヘルスを直接的，間接

的に悪化させる一要因であるという報告もある 4-6,10-14)．つまり，医療従事者における信念対立は，
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研究者の関心によって，結果にも要因にもなりうる問題であることが示されている．そして，医療

保健福祉領域における立場や価値観の対立は，臨床力の低下による治療成績の悪化，インシデント

の発生率の上昇，患者の満足度の低下，患者・医療者の治療関係の悪化や，チーム医療の機能不全

を引き起こし，最悪の場合は医療崩壊に発展する可能性が指摘されている 12,22)．よって，信念対立

の低減・予防が重要であり，信念対立への対処は喫緊の課題であると言える． 

医療従事者の信念対立への対処に特化した理論には信念対立解明アプローチ（Dissolution 

Approach for Belief conflict：以下，DAB）がある 12）．これまで信念対立は，現象学や構造構成主

義によって対処が試みられてきた 7,8)．現象学とは，主観客観問題を解消するためフッサールが体系

化した哲学であり，竹田 7)が信念対立を克服するための方法論として再構築している．その後，西

條 8)がフッサールと竹田の現象学をベースに人間科学の信念対立の克服に向けた新たな哲学である

構造構成主義を体系化した．そして，京極 12)が両理論をベースに医療従事者の信念対立への対処法

として上記の DAB を体系化した．近年，DAB は医療保健福祉領域のみでなく，情報工学や教育工

学などといった領域でも応用が進められている 23）．また，作業療法士の専門技術である作業に根ざ

した実践（Occupation-Based Practice：以下，OBP）と DAB の両理論を統合した作業に根ざした

実践 2.0（Occupation-Based Practice 2.0：以下，OBP2.0）が提唱されている 24）．作業療法士が

OBP2.0 を用いることで，作業療法士がクライエントの作業機能障害という問題を解決すると同時

に，その実行にともない発生するクライエントおよびその家族，医療従事者との間で生じる信念対

立への対処も並行して行うことが可能である 24）． 

OBP2.0 における先行研究では，信念対立と職業性ストレス反応，信念対立と作業機能障害との

関連が検証されてきたが，それらを総合的に分析した報告は皆無であった．職業性ストレス反応

は，仕事上の要求・圧力によって，自分の知識・能力にあわない仕事に取り組まなければならない

ときに生じる反応である 1）．そこで，研究者は OBP2.0 を理論的基盤に置き透析医療に携わる医療

従事者の信念対立と職業性ストレス反応，および作業機能障害の構造的関連性の検証を行った 6)．

その結果，透析医療に携わる医療従事者の信念対立は，作業機能障害を介して職業性ストレス反応

を増悪させることが明らかとなった 6）．つまり，職場で遭遇する対人関係上の衝突や確執は，日々

の生活行為の適切な営みを阻害し，さらに，身体と精神の両面に不調を引き起こす可能性が示唆さ

れた 6)．この結果から，職業性ストレスの根本には信念対立が潜んでいる可能性が示され，信念対

立に対する適切な評価と対処は職業性ストレス反応の軽減につながるという仮説が立てられた 6)． 

 先行研究から，信念対立には対立を引き起こす意見の確執など何らかの要因と，そこから発生す

る怒りや不安などの反応で構成されることが明らかになった 4-6,14-20）．つまり，信念対立への具体的

な対処を検討するためには，信念対立を生じさせる要因と，そこから生じている反応について正確

に評価できなければならない．信念対立の評価法には，Assessment of Belief Conflict in 

Relationship-14（以下，ABCR-14）14）と，Assessment of Belief Conflict for Profession（以下，

ABCP）15）がある．しかしながら，両尺度は信念対立の要因と反応を測定する尺度構成にはなって

いない．つまり，信念対立の要因と反応に焦点化した評価法は未整備である．そして，新たに開発

された尺度の頑健性を検証するため，複数の集団で信頼性と妥当性を検証する必要がある．また先

行研究において，医療従事者における信念対立の要因やそこから生じる反応が医療従事者の作業機



- 8 - 

 

能障害や職業性ストレス反応に与える影響について調べた報告はない．さらに，実際の臨床現場で

生じた信念対立に対して，DAB を用いた具体的な対処方法の効果に関する報告は少なく，実践場面

において十分な検証がなされているとは言えない状況である． 

 

2. 目的と意義 

 本研究の目的は，医療従事者の信念対立を低減・予防するために，信念対立を評価・解釈できる

知見を創出し，対策を検討することとした．この目的を達成するために，3 つの副目的を立てた．

研究 1 の目的は，信念対立を要因と反応に区別して評価することのできる尺度（Assessment of 

Belief Conflict for Factor and Response：以下，ABC-FR）を開発することであった．研究 2 の目

的は，①開発時と異なる対象者で ABC-FR の尺度特性を検証すること，およびカットオフ値の生成

を行い，②医療従事者の信念対立と作業機能障害，職業性ストレス反応との関連を調査することで

あった．研究 3 の目的は，DAB の学習を目的とした Web 学習プログラムを開発し，その効果を検

証することであった． 

 研究の意義は，多職種連携を阻害する人間関係の問題である信念対立に対し，ABC-FR の開発と

DAB の学習を目的とした Web 学習プログラムの効果検証を行うことで，信念対立の低減と予防に

向けた具体的な介入方法を検討する上で有益な知見が得られることである．臨床現場における医療

従事者の信念対立への評価と対処は多職種連携を促進し，多職種連携をマネジメントするという作

業療法士の役割を果たすことにも繋がると期待できる． 

 

3. 期間 

 データ収集期間は，平成 29 年 5 月から平成 30 年 5 月であった． 

 

4. 倫理的配慮 

 本研究は，吉備国際大学倫理審査委員会（承認番号 16-42），しげい病院倫理審査委員会（第

2017-010 号），重井医学研究所附属病院，医療法人万成病院の承認を得た後に開始した．倫理審査

結果通知書を資料 1，2，3，4 で示した．研究 1，2，3 の対象者には研究の概要について書面で説

明し，調査用紙の返信による同意が確認された上で実施した．研究 2 における施設の選定は有意抽

出で実施し，各施設に研究協力の打診を行った．了承の確認後，各施設の代表者へ研究概要に関す

る書面と調査用紙を送付し，研究協力者に調査用紙の配布と回収を依頼した． 
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5．博士研究の全体の構成（図 1） 

 博士研究の概要を以下の図 1 に示す．医療従事者の信念対立における新たな評価方法を開発する

ため，研究 1 では，医療従事者の信念対立を要因と反応に分けて評価できる尺度として ABC-FR の

開発を行い，研究 2 では ABC-FR の尺度特性の検証，および信念対立の関連要因の検証を行う．続

いて，信念対立の低減・予防に向けた対処方法の検討を行うため，研究 3 では DAB の学習を目的

とした Web 学習プログラムを開発し，実際の臨床現場で働く医療従事者の信念対立に対する Web

学習プログラムの効果検証を行う．なお，研究 3 の Web 学習プログラムの開発で使用する信念対立

解明アプローチについては，開発者の名称を踏襲し Dissolution Approach for Belief conflict，も

しくは略語の DAB と呼称することとする． 

 

        

図 1 博士研究の概要 
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第 1章 研究 1．医療従事者のための信念対立における要因と反応測定尺度（ABC-FR ：

Assessment of Belief Conflict for Factor and Response）の開発 

 

第 1節 背景 

 世界作業療法士連盟（World Federation of Occupational Therapist：以下，WFOT）によると，

作業療法とは作業を通じて健康と安寧を改善する方法である 25）．また作業療法士の役割は，クライ

エントの作業機能障害への評価と介入に加えて，多職種連携のマネジメントを行うことにある 26）．

しかし，医療従事者の協働を基本とする多職種連携では，専門性の違いから意見や価値観の確執であ

る信念対立が生じやすい 12）．作業療法士による多職種連携のマネジメントを促進するため，作業療

法理論の一つである OBP2.0 が提唱されている 24）．OBP2.0 は，医療従事者，およびクライエント

やその家族との間で生じた信念対立を解明しつつ，クライエントの作業機能障害の改善に取り組む

ための理論である 24）．したがって，作業療法士が多職種連携のマネジメントという役割を担う上で，

信念対立への対処は避けて通れない課題であるといえる． 

 医療保健福祉領域における信念対立研究では，信念対立は対人関係の悪化と強い相関を示し，特に

同職種間，他職種間，患者や家族と医療従事者の間で生じることが報告されている 14）．また，特定

の作業療法，および諸関連理論が混在する臨床現場において，作業療法士が依拠する学派の違いから

信念対立が生じ，治療目標を達成するために連携できないことも明らかになっている 15）．加えて，

信念対立に直面した多くの医療従事者は，怒りや不安，葛藤などを経験し，信念対立への対処を試み

ようと努力するものの十分に対処できず，反対に悪化を招くことが報告されている 15-20）．さらに，

信念対立は，日常の生活行為を適切に行うことを妨げ，職業性ストレス反応の増大につながる可能性

が示された 6,13）． 

 以上より，信念対立は意見や価値観の確執といった何らかの要因と，そこから生じる怒りや不安，

葛藤といった反応で構成されており，作業療法士は信念対立の要因と反応を同時に捉えて，多職種連

携のマネジメントに取り組む必要がある．信念対立の要因は，意見や価値観といった世界観の相違で

生じる問題である 12)．他方，信念対立の反応は，ストレス反応に含まれる怒り，不安，葛藤などの感

情問題を表す 16-20)．ストレス反応とは，「日常体験するさまざまなストレッサーによって引き起こさ

れる情動的，認知的，行動的変化である」と定義されている 27)．これを前提にすれば，ストレス反応

の一部に信念対立の反応が含まれるが，先行研究を見ると，一般的なストレス反応と信念対立の要因

の相関は弱い相関しかない 6,14)．このことから，信念対立の要因で生じる反応は，一般的なストレス

反応とは異なる側面があると考えられる．しかし，現状において信念対立を測定できる尺度は，同職

種間，他職種間，および患者・家族と医療従事者間との人間関係のトラブルを測定する ABCR-14，

作業療法士の専門性の違いによって生じる信念対立を測定する ABCP のみであり，信念対立の要因

と反応を区別して測定できる尺度はない 14,15）．本研究の目的は，医療従事者の信念対立の要因と反

応を捉える尺度の開発を行うことである．それによって，作業療法士の役割の 1 つである多職種連携

のマネジメントに有用なツールを提供できる． 
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第 2節 方法 

1. 倫理的配慮 

本研究は吉備国際大学倫理審査委員会（受理番号 16-42）及び，しげい病院倫理審査委員会（第

2017-010 号）で承認された．対象者には研究の概要について書面で説明し，調査用紙の返信による

同意が確認された上で実施した（資料 1, 2）． 

2. 概要（図 2） 

本研究は，尺度開発の国際基準である COnsensus-based Standards for the selection of health 

Measurement INstrument（以下，COSMIN）28）を参考に実施した．本研究は 2 つの手順からなる．

手順 1 では，構成概念の整備，項目プールの作成，表面妥当性と内容妥当性の検討により，仮尺度を

作成した．手順 2 では，本尺度を開発するため，仮尺度でのデータ収集を実施し，信頼性と妥当性を

検討した． 

 

図 2 研究 1の手順の概要 

註）手順 1 で ABC-FR 仮尺度を作成した後に，手順 2 で ABC-FR 本尺度を開発した． 

 

3. 手順 1 

1) 目的 

 手順 1 の目的は，表面妥当性と内容妥当性が確認された構成概念と項目による仮尺度を作成する

こととした． 

2) 方法 

(1) 構成概念の整備 

筆者と信念対立研究者の 2 名（38.5±4.2 歳）で，医学中央雑誌，Google Scholar などの電子デー

タベース，およびハンドサーチにより収集した先行研究 4-6,13-20）や関連書籍 7,8,12）のレビューを行い，

「要因」と「反応」の操作的定義を検討した． 

(2) 項目プール作成 

筆者と信念対立研究者の 2 名（38.5±4.2 歳）で，心理測定尺度集Ⅰ～Ⅵ29-34）などの書籍からハン

ドサーチにより，信念対立に関連する評価尺度を収集した．収集した既存の尺度から，「要因」と「反

応」に関連する項目を選別し，医療従事者の現状に即した質問項目であること，簡潔で理解しやすい

内容であることを基準に内容の加筆修正を行った． 
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(3) 表面妥当性，内容妥当性の検討 

信念対立に精通した研究者 9 名（31.4±4.7 歳）を対象に，作成した項目の表面妥当性と内容妥当

性に関するアンケート調査を実施した．項目の表現が理解できるかどうかという表面妥当性と，構成

概念に適した内容かどうかという内容妥当性を，〇（＝同意），△（＝要修正），✕（＝不適切）の 3

件法で検討した．△，✕と判断された場合，コメント欄にその理由や修正案を記載してもらった．得

られた結果は，百分率を算出し 9 名中 8 名（80％）以上同意の得られた項目を採用することとした．

なお，80％未満の項目はコメント欄の記載内容を参考にさらに分かりやすくなるように研究者間で

検討し，異論が出なくなるまで加筆修正を行った．加筆修正を複数回行っても基準を満たさない場合

は，筆者と指導教員，大学院生などとの議論やコメントの内容から削除項目として検討した． 

3) 結果 

(1) 対象 

 対象は，10 名（男性 6 名，女性 4 名）であり，専門領域は，身体障害領域が 6 名，精神障害領域

が 3 名，高齢期障害領域が 1 名であった．平均年齢は 32.0±4.8 歳，平均経験年数は 8.9±4.0 年で

あった． 

(2) 構成概念の整備 

研究者間で検討した結果，「要因」とは「矛盾する信念に気づくきっかけになった出来事である」，

「反応」とは「信念対立によって生じた応答である」と定義した．信念対立は本来，立場や価値観の

違いから生じる争いである 7)．先行研究では，信念対立には対立を引き起こす何らかの要因と，そこ

から発生する怒りや不安などの反応で構成されることが示されている 4,5,14-20）．そうした点において，

信念対立の「反応」はストレス反応に相似する概念であり，信念対立の「反応」はストレス反応に該

当する事象を含む．ストレス反応とは，「日常体験するさまざまなストレッサーによって引き起こさ

れる情動的，認知的，行動的変化である」と定義されている 27)．ところが，先行研究を見ると，信念

対立とストレス反応の相関は弱い 6,14)．つまり，信念対立の「要因」によって生じる「反応」は「ス

トレス反応」に含まれるものの，その立ち現れは一般的なストレス反応とは異なる様相を呈している

可能性を考慮する必要がある．そのため，信念対立の「要因」から生じる信念対立の「反応」を抽出

するためには，ストレス反応の中でも，より信念対立の「要因」に強い関連を持つストレス反応を抽

出する必要があると考えた．したがって，本研究で整備した信念対立の反応は，立場や価値観の違い

から生じる争いという要因で生じる応答を測定するための構成概念として位置づけた． 

(3) 項目プール作成 

関連文献から収集した既存の尺度から「要因」と「反応」を表す項目として，「要因」203 項目，

「反応」533 項目を抽出した．上記方法に従い，項目内容の加筆修正を行った結果，最終的に採用さ

れた項目は，「要因」32 項目，「反応」29 項目の合計 61 項目で項目プールは完成した． 

(4) 表面妥当性，内容妥当性の検討（表 1） 

 表面，および内容妥当性は，全 3 回で終了した（回収率 100％）．一連の手順を通し，「要因」，「反

応」の各 30 項目，合計 60 項目の ABC-FR 仮尺度が完成した.  
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表 1 ABC-FR仮尺度の項目内容 

項目 項目内容 項目 項目内容 

1 寝られないことが多くなった 31 何事も最後までやり遂げられないと感じてしまう 

2 いつも疲れているような感じがする 32 上司や部下と考え方が食い違う 

3 自分の気持ちを上司や部下から理解してもらえないと感じる 33 患者の支援方法について多職種と意見が食い違う 

4 患者・家族に長時間拘束されることがある 34 上司と気が合わないことが多い 

5 何も手につかない 35 上司や先輩に反対意見を言いづらい 

6 何事も無駄だと感じてしまう 36 私の考えは，周囲の人たちとは違うと感じることがある 

7 治療に関する説明をいくらしても納得してもらえない 37 患者・家族に気をつかい，本当の感情を抑えることがある 

8 何かに追い詰められている感じがする 38 気分が落ち込んでいる 

9 同職種でも意見が食い違うことがある 39 人間関係をわずらわしいと感じる 

10 どうしようもないのであきらめる 40 患者への介入効果が実感できない 

11 警戒心が強くなった 41 体も気持ちも疲れ果てたと思うことがある 

12 食欲が以前よりも無くなったと感じる 42 意見や考え方の違いから多職種と仕事を連携して行えないことがある 

13 患者・家族と信頼関係が築けないと感じる 43 患者が良い気分になるよう懸命に努力しなくてはならず大変だと思うことがある 

14 患者・家族に文句を言われることがある 44 悲しくなることがある 

15 同僚や患者と何も話したくない時がある 45 イライラしている 

16 イライラして人や物に当たることがある 46 わざと仕事の妨害をされたことがある 

17 同僚から批判されたり，からかわれたりする 47 相談をしても馬鹿にされる 

18 惨めな気分になることがある 48 今の仕事をいつまでも続けたくない 

19 考えるつもりはないのに，そのことを考えてしまうことがある 49 職場内で自分と異なる主張をする人がいると気になって仕方がない 

20 私は，よく批判される 50 性格が合わない人ばかりで困っている 

21 他者が自分を認めてくれないと不満に感じることがある 51 気持ちが動揺している 

22 患者の気分によっては，患者とうまくかかわれないことがある 52 多職種で構成されるチームには明確な上下関係ができている 

23 充実して生きている感じがしない 53 他人からの忠告を重視しない 

24 上司や同僚から受ける指示に食い違いが多い 54 人の意見に構わず，自分の意見を述べることがある 

25 自分に怒りを感じることがある 55 意見が合わない人と一緒に仕事をできないと思うことがある 

26 憂うつである 56 お互いにいがみあっているスタッフがいる 

27 朝，起きた時，気分がすぐれない 57 人に嫌われるぐらいなら，言いたいことを我慢するほうが良い 

28 出勤するのがつらくて，家にいたいと思うことがある 58 お互いに理解しあえる人は，ほとんどいないと思う 

29 気疲れしやすい 59 患者・家族からの悲観的な訴えを繰り返し聞かされる 

30 意見が合わないと，相手を批判したくなることがある 60 自分が不利になりそうなことは関わりたくないと思うようになった 

註）網掛けの項目は，第 1 因子「要因」の項目を表しており，網掛けの無い項目は第 2 因子「反応」の項目であることを表している． 
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4. 手順 2 

1) 目的 

 手順 2 の目的は，作成した ABC-FR 仮尺度から，信頼性と妥当性の担保された ABC-FR 本尺度を

開発することであった． 

2) 対象 

 対象は，本研究に同意の得られた一般病院に勤務する医療従事者 292 名とした．除外基準は，調

査開始時点で精神疾患に罹患している者とした． 

3) 調査用紙 

 調査用紙にはフェイスシート，ABC-FR 仮尺度， ABCR-14 を用いた． 

(1) フェイスシート 

 フェイスシートでは，対象者の基本情報として，年齢，性別，資格，経験年数，勤務形態を収集し

た． 

(2) ABC-FR仮尺度（表 1） 

 ABC-FR 仮尺度は手順 1 で整備した尺度であり，「要因」と「反応」の 2 因子 60 項目から構成さ

れた．ABC-FR の回答法は，「当てはまる（4 点）」，から「当てはまらない（1 点）」の 4 件法とした． 

(3) ABCR-1414） 

ABCR-14 は多職種連携で生じる信念対立を測定する尺度であり，3 因子 14 項目（第 1 因子「同職

種間の信念対立」：5 項目，第 2 因子「他職種間の信念対立」：5 項目，第 3 因子「患者・家族と医療

従事者間の信念対立」：4 項目）で構成される．ABCR-14 の回答法は，「当てはまる（7 点）」から「当

てはまらない（1 点）」の 7 件法であり，得点が高いほど信念対立が重度であると判断できる． 

4) データ解析 

ABC-FR 本尺度を開発するために，得られた調査結果から，記述統計量の算出，項目分析，併存的

妥当性の検討，因子妥当性の検討，構造的妥当性の検討，仮説検証，内的整合性の検討を実施した．

統計ソフトウェアは，HAD Ver.15（http://norimune.net/had）35），Exametirka Ver.5.3 （http://a

ntlers.rd.dnc.ac.jp/~shojima/exmk/jindex.htm），Mplus Ver.7.2 （https://www.statmodel.com/）

を用いた． 

(1) 記述統計量の算出 

 フェイスシートから得られた対象者の基本情報について百分率，平均値，標準偏差（Standard 

Deviation：以下，SD）を算出した． 

(2) 項目分析 

ABC-FR 仮尺度全項目の妥当性，および信頼性を検討するために，床効果・天井効果の確認，項目

得点多列相関分析，項目反応理論を実施した．床効果は算出された項目得点の平均値から SD を差し

引いた値が回答の取り得る下限値を下回っていること，天井効果は項目得点の平均値に SD を足した

値が回答の取り得る上限値を上回っていることを基準とした．項目得点多列相関分析では，ABC-FR

仮尺度の合計得点と各項目得点の相関を確認した．基準値は多列相関係数 0.2 以上とした 36）．項目

反応理論では，段階反応モデルにより，項目の鋭敏性を示す指標である識別力と，項目の難易度の指

標である困難度を算出した．推定法は EM アルゴリズムに基づく周辺最尤推定だった．基準値は識
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別力が 0.2～2.0，困難度が絶対値 4.0 未満とした 36）．上記分析の基準値を満たさない項目は不適切

な項目であると判断し削除を検討した． 

(3) 併存的妥当性の検討 

ABC-FR 仮尺度と信念対立の関連を明らかにするために，ABC-FR 仮尺度の全項目と ABCR-14

の合計得点・下位因子との相関を確認した．分析には，Spearman の順位相関分析を用いた．判断基

準は，相関係数が 0.2 以上 0.4 未満を弱い相関，0.4 以上 0.7 未満を中等度の相関，0.7 以上 0.9 未満

を強い相関とした 37）．ABCR-14 は人間関係による信念対立の状態を測定する尺度であるため，ABC-

FR 仮尺度の項目と中等度の正の相関を示すと予測した．無相関を示す項目は不適切な項目であると

判断し，削除を検討した． 

(4) 因子妥当性の検討 

項目分析，および併存的妥当性の検討で基準を満たさなかった項目を削除し，残った項目でカテゴ

リカルデータのための探索的因子分析（Exploratory Factor Analysis for ordered categorical data：

以下，EFA）を実施した．EFA では尺度の構成概念として想定した「要因」と「反応」が因子として

抽出されるかを確認した．回転法には，ジェオミン回転を選択した．項目選定の判断基準は，共通性

の初期解が 0.3 以上，因子負荷量が 1 つの因子に 0.4 以上であり，かつその他の因子に 0.3 未満であ

ることとした 38）．推定法はロバスト重み付き最小二乗法（Weighted Least-Squares estimation with 

Mean and Variance adjustment with missing data：以下，WLSMV）を用いた．適合度指標は

Comparative Fit Index（以下，CFI），Tucker-Levis Index（以下，TLI），Root Mean Square Error 

of Approximation（以下，RMSEA）を用い，適合度の基準は，CFI＞0.90，TLI＞0.90，RMSEA＜

0.05（最良），0.08（良），0.1（可）とした 39）． 

(5) 構造的妥当性の検討 

EFA で抽出された因子とデータの当てはまりの良さを，カテゴリカルデータのための確認的因子

分析（Confirmatory Factor Analysis for ordered categorical data：以下，CFA）により確認した．

推定法と適合度は EFA と同様とした 39）． 

(6) 仮説検証 

尺度の想定する因子で概念を構成できるか検討するため，収束的妥当性と弁別的妥当性を確認し

た．収束的妥当性では，CFA で構成された各因子から各項目へのパス係数から平均分散抽出（Average 

Variance Extracted：以下，AVE）を算出し，良好な基準を 0.50 以上とした 40）．弁別的妥当性では，

因子間相関の二乗値と AVE の値を比較し，基準は AVE が高いこととした 40）． 

(7) 内的整合性の検討 

ABC-FR の各項目が同じ概念を測定できているか検討するため，ABC-FR の全項目と各因子を構

成する項目に対して Cronbach の α 係数（以下，α 係数）と ω 係数を算出した．良好な基準値は 0.8

以上とした 41）．  

 

第 3節 結果 

1. 記述統計量の算出（表 2） 

対象者は合計 186 名（男性 24 名，女性 160 名，不明 2 名），平均年齢は 39.7±10.5 歳，平均経験
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年数は 15.5±9.9 年であった． 

 

表 2 対象者の基本属性（n＝186） 

属性  人数 ％ 平均 SD 

年齢    39.7 歳 10.5 

性別 男性 24 12.9   

 女性 160 86.0   

 不明 2 1.1   

資格 医師 11 5.9   

 看護師 114 61.3   

 臨床工学技士 23 12.4   

 理学療法士 5 2.7   

 作業療法士 2 1.1   

 介護士 24 12.9   

 社会福祉士 6 3.2   

 不明 1 .5   

経験年数    15.5 年 9.9 

勤務形態 3 交代制 69 37.1   

 2 交代制 39 21.0   

 それ以外の交代制 3 1.6   

 当直制 3 1.6   

 日勤のみ 57 30.6   

 夜勤勤務あり 5 2.7   

 オンコール体制 3 1.6   

 その他 6 3.2   

 不明 1 .5   

註）SD= Standard Deviation 

（出典：文献 45 表 1） 

 

2. 項目分析（表 3） 

 床効果・天井効果の確認，項目得点多列相関分析，項目反応理論の結果，15 項目（項目 2，5，6，

9，12，17，37，38，46，47，50，52，53，54，56）が基準値を満たしておらず，削除した．  

3. 併存的妥当性の検討（表 3） 

 併存的妥当性の検討では，併存尺度である ABCR-14 と中等度の正の相関を認めた．項目 53 のみ

ABCR-14 の合計得点・下位因子全てと無相関を示し，削除した． 
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表 3 項目分析，併存的妥当性の検討 

項目 項目内容 
  

平均値±SD 多列相関 
項目反応理論 Spearmanの順位相関 

  α β1 β2 β3 F1 F2 F3 合計 

1 寝られないことが多くなった  2.02±1.01 .60 .77 -.48 .78 2.02 .23 .22 .31 .28 

2 いつも疲れているような感じがする  3.13±.92 .70 .99 -1.91 -1.19 .31 .28 .16 .25 .27 

3 自分の気持ちを上司や部下から理解してもらえないと感じる  2.35±.85 .73 1.18 -1.39 .39 1.63 .56 .45 .41 .57 

4 患者・家族に長時間拘束されることがある  2.19±.89 .40 .48 -1.63 .94 3.24 .19 .22 .49 .34 

5 何も手につかない  1.62±.85 .74 1.10 .27 1.22 2.64 .29 .21 .33 .32 

6 何事も無駄だと感じてしまう  1.83±.85 .75 1.10 -.30 1.10 2.44 .37 .30 .48 .44 

7 治療に関する説明をいくらしても納得してもらえない  2.08±.76 .56 .66 -1.28 1.00 3.93 .27 .30 .49 .40 

8 何かに追い詰められている感じがする  2.23±1.03 .74 1.08 -.66 .33 1.51 .28 .26 .43 .36 

9 同職種でも意見が食い違うことがある  3.08±.74 .25 .25 -9.81 -3.23 2.05 .28 .19 .14 .25 

10 どうしようもないのであきらめる  2.45±.91 .50 .57 -1.79 -.07 2.45 .35 .28 .43 .42 

11 警戒心が強くなった  2.28±.95 .65 .89 -.96 .27 1.98 .36 .36 .43 .43 

12 食欲が以前よりも無くなったと感じる  1.62±.85 .64 .88 .29 1.55 2.60 .24 .21 .27 .27 

13 患者・家族と信頼関係が築けないと感じる  1.90±.75 .57 .78 -.77 1.45 3.23 .35 .34 .58 .47 

14 患者・家族に文句を言われることがある  2.47±.83 .44 .50 -2.76 .21 2.73 .22 .24 .47 .35 

15 同僚や患者と何も話したくない時がある  2.30±1.04 .75 1.19 -.80 .28 1.25 .49 .43 .54 .58 

16 イライラして人や物に当たることがある  2.05±.88 .46 .53 -.97 .90 3.81 .18 .20 .34 .26 

17 同僚から批判されたり，からかわれたりする  1.67±.75 .70 .96 -.03 1.52 3.25 .36 .27 .28 .35 

18 惨めな気分になることがある  2.17±.97 .77 1.22 -.68 .45 1.64 .35 .37 .44 .46 

19 考えるつもりはないのに，そのことを考えてしまうことがある  2.89±.79 .55 .65 -3.04 -1.12 1.46 .24 .26 .32 .31 

20 私は，よく批判される  1.93±.74 .60 .88 -.88 1.46 2.63 .30 .23 .18 .28 

21 他者が自分を認めてくれないと不満に感じることがある  2.05±.85 .54 .82 -.80 .76 2.83 .30 .31 .36 .37 

22 患者の気分によっては，患者とうまくかかわれないことがある  2.48±.84 .58 .64 -1.92 -.14 2.63 .21 .20 .52 .33 

23 充実して生きている感じがしない  2.04±.98 .78 1.4 -.49 .60 1.48 .30 .22 .39 .34 

24 上司や同僚から受ける指示に食い違いが多い  2.06±.77 .71 1.27 -.89 .82 2.26 .48 .45 .32 .50 

25 自分に怒りを感じることがある  2.35±.95 .47 .56 -1.56 .25 2.31 .01 .15 .25 .12 

註）各分析で基準を満たさなかった質問項目と分析数値に網掛けをした．SD= Standard Deviation，多列相関= 項目得点多列相関係数，α= 識別力, β= 困難度, F1= 同職種間の信念対立，F2= 

他職種間の信念対立，F3= 患者・家族と医療関係者間の信念対立，合計= ABCR-14 の合計得点（出典：文献 45 表 2 一部改編） 
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表 3 項目分析，併存的妥当性の検討（つづき） 

項目 項目内容 
  

平均値±SD 多列相関 
項目反応理論 Spearmanの順位相関 

  α β1 β2 β3 F1 F2 F3 合計 

26 憂うつである  2.12±.97 .86 1.96 -.49 .36 1.45 .23 .22 .31 .28 

27 朝，起きた時，気分がすぐれない  2.48±.99 .76 1.27 -1.10 .030 1.13 .28 .16 .25 .27 

28 出勤するのがつらくて，家にいたいと思うことがある  2.50±1.07 .82 1.50 -.83 -.060 .93 .56 .45 .41 .57 

29 気疲れしやすい  2.97±.81 .63 .94 -2.52 -.91 .86 .19 .22 .49 .34 

30 意見が合わないと，相手を批判したくなることがある  2.31±.81 .43 .57 -1.97 .41 3.31 .29 .21 .33 .32 

31 何事も最後までやり遂げられないと感じてしまう  2.25±.82 .52 .62 -1.76 .65 2.81 .37 .30 .48 .44 

32 上司や部下と考え方が食い違う  2.24±.75 .69 1.19 -1.42 .58 2.13 .27 .30 .49 .40 

33 患者の支援方法について多職種と意見が食い違う  2.07±.62 .63 .90 -1.69 1.37 2.98 .28 .26 .43 .36 

34 上司と気が合わないことが多い  2.01±.77 .70 1.18 -.87 1.04 2.25 .28 .19 .14 .25 

35 上司や先輩に反対意見を言いづらい  2.57±.86 .49 .63 -2.31 -.09 2.01 .35 .28 .43 .42 

36 私の考えは，周囲の人たちとは違うと感じることがある  2.25±.80 .55 .79 -1.66 .79 2.36 .36 .36 .43 .43 

37 患者・家族に気をつかい，本当の感情を抑えることがある  2.82±.77 .46 .38 -4.93 -1.34 2.66 .24 .21 .27 .27 

38 気分が落ち込んでいる  2.21±.95 .88 2.42 -.72 .41 1.20 .35 .34 .58 .47 

39 人間関係をわずらわしいと感じる  2.53±.96 .77 1.37 -1.14 -.15 1.15 .22 .24 .47 .35 

40 患者への介入効果が実感できない  2.23±.82 .67 1.08 -1.24 .50 2.02 .49 .43 .54 .58 

41 体も気持ちも疲れ果てたと思うことがある  2.90±.95 .75 1.19 -1.50 -.71 .71 .18 .20 .34 .26 

42 意見や考え方の違いから多職種と仕事を連携して行えないことがある  2.10±.71 .58 .85 -1.45 1.03 2.92 .36 .27 .28 .35 

43 患者が良い気分になるよう懸命に努力しなくてはならず大変だと思うことがある  2.61±.75 .49 .47 -3.62 -.42 3.17 .35 .37 .44 .46 

44 悲しくなることがある  2.43±.93 .78 1.36 -1.13 .09 1.34 .24 .26 .32 .31 

45 イライラしている  2.51±.98 .75 1.29 -1.17 -.050 1.09 .30 .23 .18 .28 

46 わざと仕事の妨害をされたことがある  1.52±.76 .58 .83 .43 1.89 3.10 .30 .31 .36 .37 

47 相談をしても馬鹿にされる  1.40±.58 .63 .87 .54 2.71 4.11 .21 .20 .52 .33 

48 今の仕事をいつまでも続けたくない  2.26±1.04 .63 .78 -.94 .40 1.61 .30 .22 .39 .34 

49 職場内で自分と異なる主張をする人がいると気になって仕方がない  2.01±.81 .58 .71 -.97 1.19 3.01 .48 .45 .32 .50 

50 性格が合わない人ばかりで困っている  1.64±.71 .60 .78 -.13 2.25 3.29 .01 .15 .25 .12 

註）各分析で基準を満たさなかった質問項目と分析数値に網掛けをした．SD= Standard Deviation，多列相関= 項目得点多列相関係数，α= 識別力, β= 困難度, F1= 同職種間の信念対立，F2= 

他職種間の信念対立，F3= 患者・家族と医療関係者間の信念対立，合計= ABCR-14 の合計得点（出典：文献 45 表 2 一部改編） 
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表 3 項目分析，併存的妥当性の検討（つづき） 

項目 項目内容 
  

平均値±SD 多列相関 
項目反応理論 Spearmanの順位相関 

  α β1 β2 β3 F1 F2 F3 合計 

51 気持ちが動揺している  1.89±.83 .80 1.41 -.45 .96 2.05 .27 .22 .40 .32 

52 多職種で構成されるチームには明確な上下関係ができている  2.32±.80 .35 .34 -3.30 .85 4.67 .11 .18 .14 .17 

53 他人からの忠告を重視しない  1.95±.69 .29 .31 -2.45 3.81 6.06 .11 .02 .03 .05 

54 人の意見に構わず，自分の意見を述べることがある  2.10±.76 .32 .28 -2.86 2.13 7.38 .09 .14 .12 .14 

55 意見が合わない人と一緒に仕事をできないと思うことがある  1.94±.79 .61 .79 -.73 1.14 3.22 .35 .43 .33 .44 

56 お互いにいがみあっているスタッフがいる  1.97±1.02 .50 .53 -.27 1.15 2.84 .33 .30 .18 .31 

57 人に嫌われるぐらいなら，言いたいことを我慢するほうが良い  2.47±.94 .37 .42 -2.39 .01 2.72 .19 .14 .28 .22 

58 お互いに理解しあえる人は，ほとんどいないと思う  2.17±.90 .53 .65 -1.29 .93 2.34 .34 .17 .35 .33 

59 患者・家族からの悲観的な訴えを繰り返し聞かされる  2.05±.80 .61 .83 -1.03 1.00 2.63 .30 .29 .44 .40 

60 自分が不利になりそうなことは関わりたくないと思うようになった   2.65±.88 .50 .58 -2.41 -.54 1.99 .29 .36 .41 .41 

註）各分析で基準を満たさなかった質問項目と分析数値に網掛けをした．SD= Standard Deviation，多列相関= 項目得点多列相関係数，α= 識別力, β= 困難度, F1= 同職種間の信念対立，F2= 

他職種間の信念対立，F3= 患者・家族と医療関係者間の信念対立，合計= ABCR-14 の合計得点（出典：文献 45 表 2 一部改編） 
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4. 因子妥当性の検討（表 4） 

基準を満たさなかった 15 項目を削除し，EFA を実施した結果，「要因」7 項目，「反応」12 項目，

合計 19 項目の 2 因子モデルが抽出された（CFI=.955，TLI=.943 ，RMSEA=.088）． 

 

表 4 ABC-FR仮尺度の EFAの結果 

項目 項目内容 Factor1 Factor2 

24 上司や同僚から受ける指示に食い違いが多い .79 .06 

32 上司や部下と考え方が食い違う .87 -.01 

33 患者の支援方法について多職種と意見が食い違う .70 -.03 

34 上司と気が合わないことが多い .60 .26 

36 私の考えは，周囲の人たちとは違うと感じることがある .44 .16 

49 職場内で自分と異なる主張をする人がいると気になって仕方がない .46 .15 

55 意見が合わない人と一緒に仕事をできないと思うことがある .53 .08 

15 同僚や患者と何も話したくない時がある .03 .73 

18 惨めな気分になることがある .09 .68 

23 充実して生きている感じがしない .02 .78 

26 憂うつである .05 .82 

27 朝，起きた時，気分がすぐれない .07 .72 

28 出勤するのがつらくて，家にいたいと思うことがある .01 .82 

39 人間関係をわずらわしいと感じる -.02 .83 

40 患者への介入効果が実感できない -.09 .79 

41 体も気持ちも疲れ果てたと思うことがある -.07 .80 

44 悲しくなることがある -.11 .85 

45 イライラしている -.08 .84 

51 気持ちが動揺している .05 .76 

因子間相関                                                        Factor 1 － .60 

Factor 2  － 

適合度   

CFI／TLI／RMSEA＝.955／.943／.088   

註）Factor1= 要因，Factor2= 反応 

（出典：文献 45 表 3 一部改編） 
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5. 構造的妥当性の検討（表 5） 

CFA では，EFA で抽出された 2 因子から各観測変数へ向かうパス係数において 0.4 未満の項目は

無く，2 因子モデルが再現された（CFI＝.963，TLI＝.958，RMSEA＝.075）． 

 

表 5 ABC-FR仮尺度の CFAの結果 

項目 標準化推定値 標準誤差 Ｚ値 Ｐ値 

Factor 1     

24 .81 .04 21.26 .00 

32 .80 .03 23.94 .00 

33 .63 .05 11.76 .00 

34 .84 .04 24.25 .00 

36 .58 .06 10.57 .00 

49 .59 .06 10.59 .00 

55 .58 .06 9.64 .00 

Factor 2     

15 .75 .04 20.77 .00 

18 .74 .04 20.12 .00 

23 .79 .03 24.16 .00 

26 .85 .03 32.57 .00 

27 .77 .04 21.79 .00 

28 .83 .03 27.13 .00 

39 .81 .03 27.36 .00 

40 .73 .04 18.80 .00 

41 .75 .04 21.63 .00 

44 .78 .03 23.4 .00 

45 .78 .04 22.56 .00 

51 .79 .03 23.18 .00 

因子間相関 .68 .04 15.47 .00 

適合度     

CFI／TLI／RMSEA =／.963／.958／.075 

註）Factor1= 要因，Factor2= 反応 
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6. 仮説検証（表 6） 

収束的妥当性の検討の結果，AVE は「要因」が.49，「反応」が.61 であった．弁別的妥当性の検討

の結果，因子間相関の二乗値は.46 であり，両因子とも基準を満たした． 

 

表 6 仮説検証  

因子 収束的妥当性（AVE≧.5） 弁別的妥当性（AVE＞因子間相関の二乗値） 

Factor1 .49＜.5 .49＞.46 

Factor2 .61≧.5 .61＞.46 

註）Factor1= 要因，Factor2= 反応，AVE= Average Variance Extracted 

 

7. 内的整合性の検討 

構造的妥当性が確認された項目で α 係数と ω 係数を算出した．その結果，全項目における α 係数

は.927，ω 係数は.931 であった．「要因」では α 係数，ω 係数ともに.809，「反応」では α 係数，ω 係

数ともに.928 であった． 

 

第 4節 考察 

研究 1 では，「要因」7 項目，「反応」12 項目の 2 因子 19 項目で構成された ABC-FR を開発した．

ABC-FR は良好な尺度特性を備えており，信念対立の要因と反応を測定可能なツールであると考え

られる．以下に，その論拠を述べる． 

1. 対象者の特性 

 本研究の対象者は，職種の内訳として約 60％が看護師で最多であった．この結果は，我が国にお

ける医療職種の内訳 42)と照らし合わせても一般的な傾向であり，その分布において大きな偏りは認

めなかった． 

2. ABC-FRの尺度特性 

 ABC-FR の各項目の信頼性と妥当性は，床効果・天井効果の確認，項目得点多列相関分析，項目反

応理論を通して検討した．項目得点多列相関分析は，全項目が基準を満たしており，項目妥当性が得

られていると判断したが，より安定した尺度を構築するために床効果・天井効果の確認，項目反応理

論で基準を満たしていない項目を削除した．結果として，ABC-FR の各項目は信頼性と妥当性が明

瞭なものになったと考えられる． 

 併存的妥当性の検討は，当初の仮説通り，ほぼ全ての仮尺度項目が ABCR-14 の下位尺度得点，お

よび合計得点と中等度から弱い正の相関を示した．ABCR-14 は，多職種連携における信念対立を測

定し，ABC-FR は信念対立の要因と反応を測定するものである．両尺度は信念対立という同一の事

象に焦点化しつつも，測定する側面が異なることから中等度の正の相関は妥当なものであると考え

られる． 

 因子妥当性の検討は，「要因」を構成する項目は上司や部下，および他職者や同職種との認識や考

え方の違いを表す項目によって構成されることが分かった．特に，上司や部下との対人関係を表す項

目の因子負荷量が高いことから，「要因」がそうした問題をより反映していることが考えられる．ま
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た「反応」は，不安や不満，倦怠感やイライラといった抑うつ傾向を表す項目によって構成されてい

ることが分かった．これらの中には，項目 26，44，45 などのように，ストレス反応の一部に含まれ

るものがある．先行研究を見ると信念対立の要因とストレス反応は弱い相関を示している 6,14)．本研

究で信念対立の「反応」として採用した項目は，ストレス反応の中でも特に信念対立の「要因」と特

に関連が強い項目であると考えられた．信念対立はストレスやバーンアウトの増悪要因であるため，

「要因」によって引きおこされる「反応」が抑うつ傾向を表すものになったと考えられた．  

 構造的妥当性を検討したところ，良好な適合度であった．そのため，本尺度は当初の想定通りに，

信念対立の「要因」と「反応」の 2 因子構造で解釈が可能であると考えられた．また，因子間相関も

中等度の正の相関を認めており，「要因」と「反応」は一方が高ければ他方も高いというようにお互

いにある程度連動する関係であると考えられる．  

 仮説検証は，収束的妥当性の検討において，「要因」の AVE は基準を満たさなかった．その理由

は，「要因」から各項目へ向かうパス係数が比較的低い値であったことが原因だと考えられる．しか

しながら，基準を満たすためにパス係数が低い項目を削除するなどの措置を講じた場合，最終的に残

された項目が似通った内容ばかりで構成されるなど，意図から外れた結果になりかねないことが予

想された．そのため，パス係数の低い項目でも採用することとした．結果的に，得られた「要因」の

AVE は基準値に近い値であることから概ね良好な結果が得られたと考えられる．弁別的妥当性の検

討は良好な結果が得られたことから，ABC-FR は理論的に構成概念との関連性の弱い項目を区別で

きる尺度であると判断した． 

 内的整合性の検討は，α 係数，ω 係数のどちらも基準値を満たしていた．α 係数は，尺度の因子負

荷量が全て等しいことを仮定しており，項目数が多ければ多いほど信頼性係数が高くなるため，α 係

数のみで十分な信頼性を示したとは判断しがたい 43）．しかし ω 係数は，因子分析によって因子負荷

量を重み付けることで算出され，より厳密な信頼性係数として位置付けられる．ABC-FR は α 係数

と ω 係数で基準値を満たしていることから，尺度の信頼性は担保されていると考えられる． 

 以上を踏まえると，ABC-FR は高い妥当性と信頼性を備えており，良好な尺度特性を示している

と考えられる． 

3. ABC-FRの臨床有用性 

 ABC-FR の目的は，医療従事者の信念対立を要因と反応に分けて捉えることである．本研究の結

果，ABC-FR は 2 因子 19 項目で構成され，比較的短時間で回答できる，対象者にとって負担の少な

い実用的な尺度になったと考えられる．また ABC-FR で捉えられる信念対立の「要因」と信念対立

の「反応」は原因と結果に対応しているため，対象者の現状に合わせた適切な方略の立案が可能にな

ると考えられる．たとえば，要因と反応ともに高い対象者に対しては，要因と併せて精神面の負担軽

減に働きかける必要性を考慮した総合的な対処を行う必要がある．また，要因のみ高い対象者には，

状態が継続することで生じる心理面への負の影響を説明し，信念対立の要因をマネジメントする必

要性を理解してもらうと反応増悪の予防につながる可能性がある．逆に，反応のみが高い場合は，本

尺度では明らかになっていない別の要因があることを示しており，心理検査の追加による精査とい

った対応につなげられると考えられる． 

 信念対立における既存の尺度である ABCR-14 との関係は，ABCR-14 は同職種，他職種，患者と
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その家族との間で生じる信念対立の程度を把握できるという特徴を有し，ABC-FR と測定する対象

は大きく異なる．したがって，ABC-FR の開発によって ABCR-14 では測定できなかった信念対立の

側面を捉えることができ，この問題をより一層多角的に評価することが可能となり，信念対立領域に

おける研究発展に寄与すると考えられる．そして，医療従事者の信念対立は職業性ストレスとも関連

する問題であり，信念対立研究の発展は職業性ストレスの対策にも貢献できると考えられる． 

4. 研究の限界と今後の課題 

研究の限界として，対象者の個人要因に偏りがあったことが分析の結果に影響を与えている可能

性がある．したがって今後は，尺度の汎用性を高めるため，開発時とは異なる対象者における尺度の

信頼性と妥当性について検証する必要がある． 

 

第 5節 結論 

 研究 1 の目的は，医療従事者の信念対立を要因と反応に分けて評価できる尺度を開発することで

あった．その結果，2 因子 19 項目で構成される ABC-FR が完成した．医療従事者の信念対立を ABC-

FR によって評価することで，信念対立を引き起こす要因と，そこから生じている反応を測定でき，

より具体的な対処につながる情報を得られることが可能になったと考えられる． 
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第 2章 研究 2．ABC-FRの尺度特性の検証と構造的関連性の検討 

 

第 1節 背景 

研究 1 では，医療従事者を対象に ABC-FR を開発した．本研究では，新たな対象者を通じて ABC-

FR の尺度特性を検討し，信念対立に関連する要因との関係性を解明することとした． 

 近年，予防的作業療法では，労働者の職業性ストレスの関連要因として，信念対立と作業機能障害

が注目されている 4,6,21,）．医療保健福祉領域における信念対立は，立場や価値観の違いから生じる対

人関係上のトラブルである 12）．医療保健福祉領域で実践される多職種連携においても，様々な専門

性を持つ医療従事者が協働するため，意見や価値観の確執である信念対立が生じやすい 11,12,44）．先

行研究では，信念対立における意見や価値観の対立といった要因と，そこから生じるネガティブな反

応から構成されることが報告されている 4-6,14-20）． 

 そこで我々は，研究 1 で信念対立の要因とそこから生じる反応を測定するため ABC-FR を開発し

た 45）．ABC-FR の尺度構造は，「要因」7 項目と「反応」12 項目の 2 因子 19 項目で構成された．「要

因」とは矛盾する信念に気づくきっかけになった出来事である，「反応」とは信念対立によって生じ

た応答である，と定義した 45）．尺度開発では，開発時に得られた結果が，別の対象者においても再

現できる程度を確認することが極めて重要である 37）．ABC-FR は，医療従事者を対象に信頼性，妥

当性を確認しているが，開発時とは異なる対象者でどの程度の信頼性と妥当性を示すかについては

未検討である． 

 他方，作業機能障害とは，生活行為を適切にやり遂げられない問題である 46）．先行研究によると，

一般労働者の約 36％，および医療者の約 75％に作業機能障害が存在すると報告されている 47,48）．職

業性ストレス反応と信念対立，作業機能障害の関連について先行研究では，多職種連携で生じる信念

対立が作業機能障害や職業性ストレス反応の増悪因子となる事が確認されている 6）．しかしながら，

対象が透析医療従事者に限局しており，しかも信念対立の要因と反応を区別した検討は行えていな

い 6）．信念対立は要因と反応から構成されることから，研究 1 で開発した ABC-FR で捉えられる信

念対立の「要因」と「反応」が，医療従事者の作業機能障害と職業性ストレス反応にどのように関連

するかを明らかにする必要がある．それによって，医療従事者の職業性ストレス対策には，信念対立

と作業機能障害への評価と対処が必要である可能性を示すことができると考えられる． 

 したがって，本研究の目的は 2 つある．1 つは，新たな対象者で ABC-FR の信頼性と妥当性を検

討し，因子構造の再現可能性の程度を明らかにすることである．もう 1 つは，信念対立の要因と反応

を区別し，それらが作業機能障害，職業性ストレス反応にどう関連するかを明らかにすることである．

それによって，医療従事者の職業性ストレス対策の検討に ABC-FR が活用できる可能性を提供でき

る． 

 

第 2節 方法 

1. 倫理的配慮 

 本研究は吉備国際大学の研究倫理審査委員会（受理番号 16-42），及び，重井医学研究所附属病院

等において承認を得て実施した．施設の選定は有意抽出で実施し，各施設に研究協力の打診を行った
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（資料 1, 3）．了承の確認後，各施設の代表者へ研究概要の説明書や承諾書を送付し，研究協力者に

調査用紙の配布と回収を依頼した．なお，対象者の同意は調査用紙の返信をもって得られたものとし

た． 

2. 対象者 

対象は，本研究に同意の得られた 3 施設に勤務する医療従事者 363 名とした．除外基準は調査開

始時点で精神疾患に罹患している者とした． 

3. 調査用紙 

1) フェイスシート 

 フェイスシートでは，対象者の基本情報として，年齢，性別，経験年数，職種，役職位の有無，勤

務形態，勤務時間，通勤時間，気分転換の機会，余暇時間，睡眠時間，飲酒と喫煙の有無，職場での

人間関係を収集した．回答形式は，気分転換の機会は「かなりある」（1 点）から「ほとんどない」（5

点），余暇時間は「十分満足している」（1 点）から「全然満足していない」（5 点），職場での人間関

係は「非常に良い」（1 点）から「かなり悪い」（5 点）の 5 件法とした． 

2) ABC-FR45） 

 ABC-FR とは，医療従事者の信念対立を要因と反応に分けて測定する尺度である．ABC-FR の尺

度構造は 2 因子 19 項目（第 1 因子「要因」：7 項目，第 2 因子「反応」：12 項目）で構成される．

ABC-FR の回答は，「当てはまる」（4 点）から「当てはまらない」（1 点）の 4 件法であり，結果の

解釈は得点が高いほど信念対立が重度であると判断できる． 

3) 作業機能障害の種類と評価（Classification and Assessment of Occupational Dysfunction：以

下，CAOD）49,50） 

 CAOD とは，作業機能障害の種類を評価できる尺度である．CAOD の尺度構造は，4 因子 16 項目

（第 1 因子「作業不均衡」：4 項目，第 2 因子「作業剥奪」：3 項目，第 3 因子「作業疎外」：3 項目，

第 4 因子「作業周縁化」：6 項目）で構成される．CAOD の回答法は，「当てはまる」（7 点）から「当

てはまらない」（1 点）の 7 件法である．カットオフ値である 52 点以上の者は，作業機能障害である

と判断できる．また CAOD は，作業機能障害の重症度を 5 段階の潜在ランクで評価することが可能

であり，ランク 3 以上は作業機能障害であると解釈する． 

4) 心理的ストレス反応尺度（Stress Response scale-18：以下，SRS-18）27） 

 SRS-18 とは，心理的ストレス反応を簡便に評価できる尺度である．SRS-18 の尺度構造は，3 因

子 18 項目（第 1 因子「抑うつ・不安」：6 項目，第 2 因子「不機嫌・怒り」：6 項目，第 3 因子「無

気力」：6 項目）で構成される．SRS-18 の回答は，「その通りだ」（3 点）から「全くちがう」（0 点）

の 4 件法であり，結果の解釈は得点が高いほどストレス反応が高いと判断される． 

4. データ解析 

 本研究におけるデータ解析では，ABC-FR の尺度特性を検証するため，記述統計量の算出と，項目

妥当性，項目特性，構造的妥当性，併存的妥当性，内的整合性，および，仮説検証とカットオフ値を

生成した．また，ABC-FR，CAOD，SRS-18 との構造的関連性を検証するため，構造方程式モデリ

ングのパス解析を実施した．統計ソフトウェアは，HAD Ver.15（http://norimune.net/had）35），E

xametirka Ver.5.3 （http://antlers.rd.dnc.ac.jp/~shojima/exmk/jindex.htm），Mplus Ver.7.2 （h
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ttps://www.statmodel.com/）を用いた．  

1) 記述統計量の算出 

 対象者の基本情報については，百分率，平均値，SD を算出した．また，ABC-FR，CAOD，SRS-

18 の尺度合計得点，因子得点・下位尺度合計得点の平均値，SD，尖度，歪度を算出し，正規性の検

定には Jarque-Bera 検定を用いた．正規性を満たさない尺度合計得点，因子得点・下位尺度合計得

点は尖度を確認し，絶対値で 2.0 を超えない場合に構造方程式モデリングが適用可能であると判断し

た 51）． 

2) 項目妥当性の検討 

 ABC-FR で捉えたい概念を ABC-FR の各項目内容が適切に反映しているかを確認するために，項

目得点多列相関分析によって各項目の得点と合計得点の相関の強さを推定した．基準値は研究 1 と

同様とした 36）． 

3) 項目特性の検討 

ABC-FR の項目の信頼性を確認するために，識別力と困難度を算出し，テスト反応関数とテスト

情報曲線を描いた 36）．信頼性の検討には，項目反応理論の段階反応モデルを用い，推定法は EM ア

ルゴリズム基づく周辺最尤推定法とした．基準値は研究 1 と同様とした 36）． 

4) 構造的妥当性の検討 

 ABC-FR，CAOD，SRS-18 において既存の因子構造が再現可能であるか検証するために，CFA を

実施した．各因子から観測変数へのパス係数で 0.4 未満の項目を認めた場合，EFA を用いてモデル

の修正を検討することとした 37）．推定法は WLSMV を用い, 適合度指標として， CFI，TLI，RMSEA

を算出した．適合度の基準は研究 1 と同様とした 39）．  

5) 併存的妥当性の検討 

ABC-FR と CAOD，SRS-18 との関連を確認するために，ABC-FR と CAOD，SRS-18 の相関を

Spearman の順位相関分析で検討した．ABC-FR の各因子得点と合計得点，CAOD の各因子得点，

SRS-18 の各因子得点を算出し，相関を求めた．判断基準は，研究 1 と同様とした 37）．先行研究によ

ると，信念対立は作業機能障害，および職業性ストレス反応と関連していることが明らかとなってお

り 4,6），ABC-FR は CAOD，SRS-18 と正の相関を示すことが予想された．  

6) 内的整合性の検討 

 ABC-FR の各項目が同じ概念を測定できているか検討するために，ABC-FR の全項目と各因子を

構成する項目に対して α 係数と ω 係数を算出した．基準値は研究 1 と同様とした 41）． 

7) 仮説検証（収束的妥当性，弁別的妥当性） 

仮説検証では，ABC-FR の既存の因子で概念を構成できるか検討するために，収束的妥当性と弁

別的妥当性を確認した．判断基準は，研究 1 と同様とした 40）． 

8) カットオフ値の生成 

ABC-FR のカットオフ値を生成するために，CAOD のカットオフ値である 52 点以上を 1，それ未

満を 0 の 2 値変数に変換し，ABC-FR の ROC 曲線を描出した．ABC-FR のカットオフ値は ROC 曲

線下領域である Area Under the Curve（以下，AUC）の指標を参考に，感度と 1－特異度が 1 に近

い点を算出した 52）．AUC の指標は，0.5 以上 0.7 未満を低い精度，0.7 以上 0.9 未満を中等度の精
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度，0.9 以上を高い精度と判断した 53）．ABC-FR で測定できる信念対立の「要因」と信念対立の「反

応」はセットで立ち現れ，両概念は独立を仮定しない．そのため，研究 2 におけるカットオフ値の生

成には ABC-FR の合計得点を用いた． 

9) 構造的関連性の検討 

医療従事者の信念対立の「要因」と信念対立の「反応」，作業機能障害，職業性ストレス反応との

概念間の構造的な関係性を検証するため，本研究では，先行研究を踏まえて図 3 の仮説モデルを構築

した．職業性ストレス反応に対しては，信念対立「要因」，「反応」と作業機能障害からパスをひいた．

その理由として，職業性ストレス反応との関連要因として信念対立と作業機能障害が報告されてい

るためである．また，作業機能障害に対しては，信念対立「要因」と信念対立「反応」からパスを引

いた．その理由は，信念対立は作業機能障害を経由することで職業性ストレス反応の悪化を引き起こ

す可能性が示唆されているためである．そして，信念対立「反応」に対しては，信念対立「要因」か

らのパスを引いた．その理由は，信念対立の「要因」と「反応」が原因と結果に対応しているためで

ある．仮説モデルは，構造方程式モデリングのパス解析を用いて検証した．推定法にはロバスト最尤

推定法を用い，適合度は構造的妥当性の基準と同様とした 39）．なお，調査で用いた各尺度と個人要

因の相関分析において，有意水準 1％未満で相関を認めた個人要因は，仮説モデルの観測変数に影響

を与える可能性があり，仮説モデルの検証に共変量として投入した．各尺度と個人要因の相関分析に

は，Spearman の順位相関分析を用い，判断基準は，上記の併存的妥当性の検討と同様とした 37）． 

 

 

図 3 仮説モデル 

（出典：文献 55 図 1） 

 

第 3節 結果 

1. 記述統計量の算出（表 7, 8） 

 対象者は男性 65 名，女性 240 名の合計 305 名であり，平均年齢は 36.1±10.2 歳であった．正規

性は，有意水準 5％において ABC-FR の第 1 因子「要因」，第 2 因子「反応」，ABC-FR 合計，およ

び CAOD 合計で確認された．正規性を認めなかった，SRS-18 の各因子および合計，CAOD の各因

子は尖度を確認し，絶対値で 2.0 を越えるものは認めなかった．  
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表 7 対象者の基本情報（n= 305）     

属性 平均値 SD 人数 ％ 

年齢（歳）  36.1 10.2   

経験年数（年）  11.5 8.8   

勤務時間（時間）  8.1 .9   

通勤時間（分）  24.6 13.4   

性別 男性   65 21.3 

 女性   240 78.7 

役職位の有無 ない   247 81.0 

 ある   54 17.7 

 不明   4 1.3 

勤務形態 3 交代制   68 22.3 

 2 交代制   38 12.5 

 それ以外の交代制   5 1.6 

 当直制   0 0 

 日勤のみ   173 56.7 

 夜勤専従   0 0 

 夜勤勤務あり   11 3.6 

 オンコール体制   7 2.3 

 その他   2 .7 

 不明   1 .3 

職種 看護師   137 44.9 

 介護士   18 5.9 

 臨床工学技士   31 10.2 

 理学療法士   39 12.8 

 作業療法士   51 16.7 

 言語聴覚士   13 4.3 

 社会福祉士   5 1.6 

 介護支援専門員   3 1.0 

 その他   8 2.6 

気分転換の機会 かなりある   15 4.9 

 ある程度ある   203 66.6 

 どちらともいえない   24 7.9 

 あまりない   44 14.4 

 ほとんどない   19 6.2 

註）SD= Standard Deviation 

（出典：文献 55 表 1 一部改編） 
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表 7 対象者の基本情報（n= 305）（つづき） 

属性 平均値 SD 人数 ％ 

余暇時間 十分満足している   16 5.2 

 ある程度満足している   155 50.8 

 どちらともいえない   64 21.0 

 あまり満足していない   53 17.4 

 全然満足していない   17 5.6 

睡眠時間 十分である   140 45.9 

 十分でない   165 54.1 

飲酒 有   124 40.7 

 無   180 59.0 

 不明   1 .3 

喫煙 有   44 14.4 

 無   260 85.3 

 不明   1 .3 

職場での人間関係 非常に良い   16 5.2 

 おおむね良い   182 59.7 

 どちらとも言えない   75 24.6 

 少し悪い   22 7.2 

 かなり悪い   10 3.3 

註）SD= Standard Deviation 

（出典：文献 55 表 1 一部改編） 
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表 8 ABC-FR，SRS-18，CAODの尖度，歪度，正規性の検定 

尺度 因子 平均値 SD 歪度 尖度 正規性 

ABC-FR 要因 15.33 3.59 .17 .34 .24 

 反応 27.29 7.49 .22 -.45 .08 

 合計 42.58 10.06 .12 -.01 .70 

SRS-18 抑うつと不安 4.41 4.04 .99 .64 .00 

 不機嫌と怒り 4.95 4.22 .89 .23 .00 

 無気力 

合計 

5.46 

14.79 

4.19 

11.25 

.72 

.89 

.03 

.41 

.00 

.00 

CAOD 作業不均衡 16.98 6.45 -.22 -.75 .01 

 作業剥奪 10.59 4.74 -.19 -.74 .01 

 作業疎外 9.94 4.41 .13 -.81 .01 

 作業周縁化 16.75 6.95 .34 -.43 .02 

 合計 54.05 19.36 -.62 -.61 .87 

註）下線は正規性を認めたことを示す．ABC-FR= Assessment of Belief Conflict for Factor and Response，SRS-

18= Stress Response Scale-18, CAOD= Classification and Assessment of Occupational Dysfunction，SD= 

Standard Deviation 

（出典：文献 55 表 1 一部改編） 

 

2. 項目妥当性の検討（表 9） 

項目得点多列相関分析の結果，ABC-FR の全項目で基準を満たしていた（r= .43～.86）． 

3. 項目特性の検討（表 9，図 4） 

項目反応理論の結果，ABC-FR の全項目で識別力，困難度ともに基準を満たしていた（識別力= .73

～1.30，困難度= -1.51～2.25）．テスト反応関数では，能力値 θ が-1.6 から 1.6（得点：28.2 点〜61.2

点）の間により強い直線関係を認めた．テスト情報関数では，能力値 θ が 0 から.8 の間にあるとき

の最大情報量は 7.5 点であった． 
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表 9 ABC-FRの項目妥当性・項目特性の検討 

項目 平均値 SD 
項目得点多列

相関係数 

項目反応理論 

α β1 β2 β3 

1 2.51 .84 .54 .96 -1.51 -.03 1.46 

2 2.25 .95 .70 1.21 -.72 .18 1.53 

3 2.56 .83 .73 1.23 -1.40 -.17 1.33 

4 2.22 .73 .43 .73 -1.42 .56 2.24 

5 2.48 .84 .76 1.28 -1.43 .11 1.26 

6 2.10 .78 .65 1.08 -1.02 .81 1.74 

7 2.01 .76 .79 1.24 -.72 .73 2.20 

8 2.14 .73 .69 1.15 -1.13 .70 1.93 

9 2.18 .70 .60 1.00 -1.37 .68 2.03 

10 2.53 .88 .71 1.22 -1.35 -.04 1.20 

11 2.09 .77 .60 .97 -1.04 .80 1.93 

12 2.12 .88 .86 1.30 -.69 .52 1.52 

13 1.96 .88 .73 1.19 -.50 .81 1.59 

14 2.25 .99 .72 1.22 -.77 .35 1.18 

15 2.11 .72 .67 1.11 -1.10 .77 1.97 

16 2.19 .72 .50 .81 -1.37 .61 2.25 

17 2.03 .82 .78 1.24 -.69 .71 1.77 

18 2.73 .94 .74 1.23 -1.36 -.34 .82 

19 2.14 .93 .77 1.23 -.69 .49 1.44 

平均値 2.24 .83 .68 1.13 -1.07 .44 1.65 

註）SD= Standard Deviation，α= 識別力，β= 困難度 

 

 

図 4 ABC-FRの項目特性 

註）THETA は能力値 θ を表す．TRF は，θ が-1.6～1.6（得点：28.2 点〜61.2 点）の間により強い

直線関係を認めた．TIF は，θ が 0～.8 の間にあるときの最大情報量は 7.5 点であった． 
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4. 構造的妥当性の検討（図 5, 6, 7） 

CFA の結果，ABC-FR，CAOD，SRS-18 の全ての尺度で既存の因子構造が再現された（ABC-FR： 

RMSEA= .090，CFI= .942，TLI= .934，CAOD：RMSEA= .097，CFI= .971，TLI= .964，SRS-18： 

RMSEA= .093，CFI= .966，TLI= .960）． 

 

RMSEA= .090，CFI= .942，TLI= .934 

図 5 ABC-FRの構造的妥当性 

註）図中の誤差は省略した． 

 

 

RMSEA= .097，CFI= .971，TLI= .964 

図 6 CAODの構造的妥当性 

註）図中の誤差は省略した． 
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RMSEA= .093，CFI= .966，TLI= .960 

図 7 SRS-18の構造的妥当性 

註）図中の誤差は省略した． 
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5. 併存的妥当性の検討（表 10） 

Spearman の順位相関分析の結果，ABC-FR は，CAOD と強から中等度の相関を認めた（r = .713

～.418）．また， ABC-FR は，SRS-18 と強から中等度の相関を認めた（r = .792～.335）． 

 

表 10 併存的妥当性の検討 

ABC-FR 
CAOD   SRS-18 

作業不均衡 作業剥奪 作業疎外 作業周縁化   抑うつと不安 不機嫌と怒り 無気力 

要因 .439** .454** .418** .588**  .415** .501** .335** 

反応 .572** .548** .668** .676**  .792** .652** .708** 

ABC-FR 合計 .591** .573** .650** .713**   .749** .670** .659** 

註）**は危険率 1％以下とする．ABC-FR= Assessment of Belief Conflict for Factor and Response, 

CAOD= Classification Assessment of Occupational Dysfunction ，SRS-18= Stress Response 

Scale-18 

（出典：文献 55 表 2 一部改編） 

 

6. 内的整合性の検討（表 11） 

 信頼性係数を算出した結果，ABC-FR の全項目における α 係数 = .920，ω 係数 = .923，「要因」

ｗを構成する項目の α 係数 = .810，ω 係数 = .812，「反応」を構成する項目の α 係数 = .915，ω 係

数 = .918 となり，良好な結果が得られた． 

7. 仮説検証（表 11） 

収束的妥当性の検討の結果，「要因」と「反応」の AVE はそれぞれ.49，.57 であり，「要因」の AVE

は基準値を下回った．弁別的妥当性の検討の結果，「要因」の AVE は因子間相関の二乗値（.50）を

下回っており，基準値を満たさなかった． 

 

表 11 ABC-FRの内的整合性の検討と仮説検証（収束的妥当性，弁別的妥当性） 

因子 α係数 ω係数 
収束的妥当性 

（AVE≧.50） 

弁別的妥当性 

（AVE＞因子間相関の二乗値） 

要因 .810 .812 .49＜.50 .50＞.49 

反応 .915 .918 .57≧.50 .50＜.57 

ABC-FR 合計 .920 .923   

註）α 係数= Cronbach の α 係数，AVE= Average Variance Extracted 

 

8. カットオフ値の生成（図 8） 

 ABC-FR の合計得点で感度と 1－特異度が 1 に近い場所は 45 点であった．感度は.606，特異度

は.876 であった．AUC は.83 で，95％信頼区間（Confidence Interval：以下，Cl）は，[.78-.88]で

あった． 
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図 8 ABC-FRのカットオフ値（感度：.606，特異度：.876） 

註）縦軸を感度（Sensitivity），横軸を特異度（Specificity）とする．AUC= .83，95％Cl[.78-.88] 

 

9. 構造的関連性の検討（表 12，図 9） 

 ABC-FR，CAOD, SRS-18，個人要因との相関分析では，ABC-FR の各因子と合計，および SRS-

18 の合計は，気分転換の機会，余暇時間，睡眠時間，職場での人間関係と中等度から弱い正の相関

を認めた．また CAOD の合計は，職種，勤務体制，気分転換の機会，余暇時間，睡眠時間，職場で

の人間関係と中等度から弱い正の相関を認めた（表 12）．各尺度と個人要因の相関分析において有意

水準 1％未満で相関を認めた個人要因を共変量として投入し，パス解析を実施した結果，最終的に収

束したモデルは良好な適合度を示した（RMSEA= .024，CFI= .999，TLI= .994）（図 9）．信念対立

「要因」は，信念対立「反応」，および作業機能障害との関連を示し，職業性ストレス反応との関連

は認めなかった．信念対立「反応」は作業機能障害，および職業性ストレスとの関連を示した．作業

機能障害は，職業性ストレス反応との関連を示した．個人要因では，職場の人間関係が信念対立「要

因」と，気分転換の有無が信念対立「反応」と，余暇時間，および睡眠時間が作業機能障害と関連を

示した． 
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表 12 ABC-FR，CAOD, SRS-18，個人要因との相関関係 

個人要因 

 職種 勤務体制 気分転換 余暇時間 睡眠時間 人間関係 

要因 -.005 -.042 .191** .238** .199** .445** 

反応 -.086 -.112 .370** .388** .284** .398** 

ABC-FR -.083 -.099 .346** .372** .295** .446** 

CAOD -.212**  -.171** .488** .573** .472** .438** 

SRS-18 -.061 -.062 .293** .334** .194** .329** 

註）**は危険率 1％以下とする．個人要因の内，年齢，性別，臨床経験，職位，勤務時間，通勤時間，

飲酒と喫煙の有無，については ABC-F，ABC-R，ABC-FR，SRS-18, CAOD のいずれとも相関を認

めなかったため省略した．要因＝ABC-FR の第 1 因子「要因」，反応＝ABC-FR の第 2 因子「反応」，

ABC-FR= Assessment of Belief Conflict for Factor and Response の合計，SRS-18= Stress Response 

Scale-18，CAOD= Classification Assessment of Occupational Dysfunction，気分転換= 気分転換

の機会，人間関係= 職場の人間関係 

（出典；文献 56 表 2 一部改編） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

RMSEA= .024，CFI= .999，TLI= .994 

図 9 パス解析の結果 

註）下線のパス係数が 5％水準で有意であることを示す．（ ）内の数字は標準誤差を示す． 

（出典：文献 55 図 3） 

  

信念対立「要因」 

信念対立「反応」 職業性ストレス反応 

作業機能障害 

.493 (.052) 

.254 (.039) 

.713 (.048) 

.403 (.044) 

-.062 (.072) 

.224 (.065) 

職場の人間関係の悪化 

気分転換の機会の不足 

睡眠時間の不足 余暇時間の不足 

.435 (.053) 

.162 (.061) 

 

.218 (.052) .205 (.035) 
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第 4節 考察 

 研究 2 では，ABC-FR の尺度特性の検証，および医療従事者における信念対立，作業機能障害，

職業性ストレス反応との構造的関連性に関する仮説モデルの検証を行った．その結果，ABC-FR は

十分な信頼性と妥当性を備えた尺度であることが確認された．さらに，構造的関連性の検証では，医

療従事者において，信念対立が作業機能障害，および職業性ストレス反応にとって増悪因子になる可

能性が示された．以下に，その論拠を述べる． 

1. 対象者の基本属性，および ABC-FRの記述統計量 

対象者数は 305 名であり，各分析において大きな測定誤差が生じない程度のデータ数が確保され

たと考えられる．またデータの歪みに関しても，正規性の検定により第 1 因子「要因」，第 2 因子「反

応」，および合計得点において正規性が確認されたことから，歪みの少ないデータが収集できている

と考えられる．また，本研究の対象者は，職種の内訳として約 45％が看護師で最多であった．この

結果は，我が国における医療職種の内訳 42)と照らし合わせても一般的な傾向であり，その分布にお

いて大きな偏りは認めなかった．SRS-18 の各因子および合計，CAOD の各因子は正規性を認めなか

ったが，尖度を確認し，絶対値で 2.0 を超えていなかったことから構造方程式モデリングが適応でき

ると判断した． 

2. ABC-FRの信頼性と妥当性 

 ABC-FR の信頼性の検討は，項目反応理論，および α 係数と ω 係数の算出により実施した．項目

反応理論では，各項目の識別力，困難度ともに良好な結果が得られた．また，平均識別力は 1.127 と

高く，個人の信念対立の違いが適切に識別され，回答へ反映されていると考えられる．また，α 係数

と ω 係数ともに基準値以上の値であり，ABC-FR は高い真値の分散割合を備えた信頼性のある尺度

であると考えられる． 

ABC-FR の妥当性の検討は，項目得点多列相関分析，CFA，AVE の算出，AVE と因子間相関の 2

乗値の比較により実施した．項目得点多列相関分析では，全ての項目が基準値を満たし，各項目は尺

度で測定しようとする概念を適切に反映した内容になっていることが考えられる．CFA の結果，調

査に用いた ABC-FR，CAOD，SRS-18 は全て既存の因子構造による適合度の基準値を満たし，各尺

度のモデルが妥当であると判断された．併存的妥当性の検討では外部基準である CAOD，および

SRS-18 と強いから中等度の相関を認め，ABC-FR は労働者の職業性ストレス反応や作業機能障害を

適切に予測できる指標であることが考えられる．仮説検証では，「要因」において，収束的妥当性お

よび弁別的妥当性で基準値を下回る結果を示したが，算出された値は基準値に近似していることか

ら概ね良好と判断できると考えられる．よって，「要因」と「反応」の両因子で良好な結果が得られ，

「要因」と「反応」は同様の概念を測定しつつ，各項目が異なる概念を測定していると考えられる． 

そのほか，ABC-FR の特性を明らかにするため，テスト情報関数，およびテスト反応関数を調べた結

果，θ が 0 から 0.8 の時にピークを迎えており，ABC-FR は信念対立がやや高い対象者において最も

測定精度が高くなることが明らかとなった．テスト反応関数では，合計得点 28.2 から 61.2 の間で高

い測定精度を有し，尺度の取りうる最小合計得点は 19 点，最大合計得点は 76 点という数字から判

断しても，多くの対象者において尺度の測定精度が保たれていると考えられる．また，カットオフ値

の生成は，臨床場面における臨床応用可能性の向上を目的に実施した．その結果，ABC-FR は合計得
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点が 45 点以上のとき，高い信念対立状態に陥っていることが予想できると考えられる．そして，感

度と特異度を比較した時，ABC-FR は特異度が高いため，信念対立に陥っている者が陽性であるこ

とを検出するのに有効な尺度であると考えられる．ABC-FR のカットオフ値を生成したことで，集

団に対する介入研究の際に対照群の抽出が容易になると考えられる．また，合計得点を算出するだけ

で，高信念対立群かそうでないかの判断が容易に可能となり，信念対立に精通していない医療従事者

にとっても使いやすい尺度になったと考えられる． 

3. 医療従事者における信念対立，作業機能障害，職業性ストレス反応との構造的関連性 

 パス解析は，データに対して仮説モデルが適合しているという結果を示した．信念対立「要因」は，

信念対立「反応」，および作業機能障害といった複数の経路を経由することで，職業性ストレス反応

の増大に関与していることが示唆された．ただし，信念対立「要因」が作業機能障害を経由して職業

性ストレス反応に向かうパス係数よりも，信念対立「要因」が信念対立「反応」を媒介して職業性ス

トレス反応に向かうパス係数の方が大きかった．つまり，職業性ストレス反応は信念対立の「要因」

が「反応」を介して関与する経路でより増大しやすいと考えられる．しかしながら，結果が有意であ

ったことから，対象者が作業機能障害に陥っている可能性はパス係数の大小にかかわらず，見落とし

てはならないと考えられる．信念対立「要因」から職業性ストレス反応に向かうパスが有意にならな

かった理由としては，信念対立「要因」が職業性ストレス反応よりも信念対立「反応」とより関連が

強いことを表しており，信念対立「反応」は職業性ストレス反応に先行する形で発生し，信念対立「反

応」の高まりにより職業性ストレス反応を高めるという関係性を示していると考えられる． 

なお，個人要因では職場の人間関係の悪化は信念対立の「要因」を高め，気分転換の機会の不足は

信念対立の「反応」を高め，余暇，睡眠の不足は作業機能障害を高めていた．その理由として，医療

従事者にとって職場内の人間関係の悪化は，連携不足に直結する問題であるため，それゆえに信念対

立の要因を高める原因の一つであると考えられる．また，コーピング方略に関する先行研究では，ス

トレスフルな状況に置かれた場合，心理的負荷を軽減させるため様々なコーピング方略を用いるこ

とが報告されている 54）．適度な気分転換も，ストレスフルな状況を緩和する有効なコーピング方略

の一つであり，気分転換が十分に行われないことで信念対立の反応を増悪させる可能性が考えられ

る．そして，十分な余暇時間や睡眠時間は円滑な日常生活を送る上で重要な要素であり，ワークライ

フバランスの不調和や，家庭や労働環境による生活上の問題により作業機能障害に負の影響を及ぼ

す可能性があると考えられる． 

4. 予防的作業療法への貢献 

本研究は予防的作業療法において，医療従事者の職業性ストレス軽減に向けた効果的な対処方法

の検討に信念対立と作業機能障害へ注目することが重要であることを示した．医療従事者の職業性

ストレスの背景要因である信念対立と作業機能障害の評価は ABC-FR や CAOD を用いることで可

能となり，職業性ストレスとの関連を整理することで具体的な方略の立案と実行につながると考え

られる． 

5. 本研究の限界と今後の展望 

本研究の限界は，対象者の個人要因に偏りがあったことが分析結果に影響を与えた可能性がある．

今後，さらに多くの医療従事者を対象に尺度の特性を検証する必要があると考えられる．また，本研
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究は観察研究であるため，介入効果については未検討のままである． 

 

第 5節 結論 

 研究 2 の目的は，ABC-FR の尺度特性，および医療従事者の信念対立，作業機能障害，職業性ス

トレス反応との構造的関連性を調査することであった．その結果，ABC-FR は開発時とは異なる対

象者においても高い信頼性と妥当性を有していることが明らかとなった．また，医療従事者の経験す

る信念対立は作業機能障害や職業性ストレス反応を増悪させる可能性が示唆された．つまり，医療従

事者の作業機能障害，職業性ストレス反応に対する対処には，信念対立の適切な評価と対策が効果的

である可能性が示唆された． 
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第 3章 研究 3．医療従事者に対する信念対立解明アプローチに基づく eラーニングシ

ステムによる介入効果の実践的検討 

 

第 1節 背景 

 研究1では，信念対立の要因と反応を区別して測定できるABC-FRを開発した45）．研究2では，

ABC-FRの再現可能性の程度を検証し，カットオフ値を生成したうえで，信念対立の要因と反応，

および作業機能障害，職業性ストレス反応の構造的関連性について検証した55）．その結果，医療従

事者の信念対立の増大が作業機能障害や職業性ストレス反応を悪化させる可能性が示唆され，医療

従事者の信念対立の低減が重要であると考えられた．そこで，研究3では，研究1と2の結果を踏ま

えて，医療従事者を対象にDABを基盤にしたWeb学習プログラムの効果を検証することとした． 

 職場におけるメンタルヘルスに関する報告では，仕事に対して「強い不安，悩み，ストレスを感

じている」と回答した労働者の割合は平成29年時点で約58.3％と半数を超えているとの報告がある

56）．また，強い不安，悩み，ストレスを感じる要因として，「仕事の質・量（62.6％）」と「仕事の

失敗・責任の発生（34.8％）」，それに次いで，「対人関係（セクハラ・パワハラを含む）」が30.6％

で3番目に多かったと報告されている56）．また，研究2でも対人関係上のトラブルである信念対立が

作業機能障害や職業性ストレス反応など，医療従事者のメンタルヘルス増悪に関連する要因である

可能性を示した55）．この結果は，これまで医療従事者の信念対立とメンタルヘルス問題における先

行研究4,6,13)で示された知見と一致し，信念対立は医療従事者のメンタルヘルスの不調を助長する可

能性を有していると考えられた．そして，信念対立は立場や価値観の違いから生じる人間関係の問

題であり，多職種連携を阻害することで医療崩壊という最悪の結果を招く可能性が指摘されている

12）．よって，信念対立への対処は喫緊の課題であると言える． 

 信念対立は，哲学領域を中心に議論されてきた問題であり，これまでに哲学における信念対立を

克服する方法として現象学が提唱された7）．また，現象学を継承するかたちで人間科学における信

念対立の克服に向けた理論として構造構成主義が体系化された8）．そして近年，現象学，構造構成

主義を基礎に，医療保健福祉領域における信念対立の対処に特化した理論と実践であるDABが体系

化された12）．作業療法は，信念対立の克服に向けたいくつかの報告がある．寺岡ら24)は，作業機能

障害への対処を目的としたOBPとDABを統合し，新たな作業療法理論であるOBP2.0を構築した．

OBP2.0の構築により，OBPの実践で作業療法士が経験する信念対立を克服し，クライエントの作

業機能障害に対する円滑な実践を可能にする可能性が担保された24）．また古桧山ら5)は，理論に根

ざした実践（Model Based Practice：以下，MBP）で生じる作業療法士間での信念対立と自己受容

性の関連性について仮説モデルを検証した．そこでは，信念対立の低減に有効な対策として，相手

の実践に寛容な態度を示し，自らの情緒の安定を保つことであると明らかにした．これらの報告で

は，臨床現場で発生しうる信念対立事例に対し，DABの有効性を論じている5,12,24）．しかしなが

ら，実際の臨床現場におけるDABの効果を実験的に検証した報告はなく，医療従事者の信念対立，

およびメンタルヘルスに関する効果についても未検討である． 

 本邦において，労働者のメンタルヘルス問題への関心は高く，職業上のストレスマネジメントに

関する報告が多くある57-59）．近年では，認知行動療法（Cognitive Behavioral Therapy Training：
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以下，CBT）が注目されており，労働者の抑うつ感情に対する軽減効果57）や，長期失業者の就職活

動に好影響をおよぼすこと58）などが報告されている．また，本邦における労働者のストレスマネジ

メント研究に関するレビュー論文では，介入方法としては時間的・空間的制約の少ないWeb上で実

施可能なプログラムの開発が必要になってくると述べている59）．したがって，本研究の目的は，信

念対立を体験する医療従事者を対象にDABを基盤にしたWeb上で実施できる学習プログラムの効果

について検討することとした．労働者のメンタルヘルス問題を引き起こすとされるストレス要因は

多岐にわたるが，一作業療法士として臨床現場で働く医療従事者のストレスマネジメントに寄与で

きる手段として，信念対立の解明に向けた働きかけが現実的であり意義があると判断した． 

 

第 2節 方法と結果 

1．研究倫理 

本研究は，吉備国際大学倫理審査委員会（承認番号16-42）の承認を得て実施した（資料1）． 

2．概要 

 本研究は，2つの手順で実施した（図10）．手順1では，DABの習得を目的としたeラーニングシス

テムによるWeb学習プログラムを開発した．手順2では，開発したWeb学習プログラムの介入効果を

シングルシステムデザイン（Single-System Design：以下，SSD）で検討した． 

 

 

図10 手順の概要 

註）手順1において，eラーニングで用いるWeb学習プログラムを開発し，手順2でWeb学習プログ

ラムを用いた検討を実施した． 

 

3．手順1 

1）目的 

 手順1の目的は，DABの習得を目的としたeラーニングシステムによるWeb学習プログラムを開発

することであった． 

2）方法（図11） 

Web学習プログラムの質を担保するための条件として，eラーニング用の教材として適切であるこ

と，学習の目的を達成させるための適切な内容であることを挙げた．これらの条件を満たすため，e

ラーニングにおけるWeb学習プログラム開発の方法論としても研究されてきたInstructional Design

（以下，ID）を参照した60）．IDとは，教育活動の効果や効率，魅力を高めるための理論や研究，ま
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たそれらを応用して学習環境を構築するプロセスを指す60）．Planでは，（1）学習目標の明確化，

（2）学習内容と指導方略の検討，Doでは，（3）学習プログラム試作版作成，Seeでは，（4）試作

版の内容妥当性の検討のためプレテストを実施した．本研究では，Web上での学習を可能にするた

めのeラーニングシステムとして，米国のインターネットサービス関連企業であるGoogle（グーグ

ル）が開発した，無料サービスGoogle Classroom(https://edu.google.com/intl/ja/k-12-

solutions/classroom/)を用いた．Google Classroomを選択した理由として，学習者の学習進捗状況

が把握しやすいこと，必要な時に学習者とやり取りが可能な双方向性のコミュニケーション機能が

あること，高いセキュリティ機能を有していることなどの利点が挙げられた． 

 

 

図11 学習プログラム開発の流れ 

 

(1) 学習目標の明確化 

Web学習プログラムで達成すべき目標としては，DABの解明3条件である契機-志向相関性，相対

可能性，共通了解可能性を理解し，実生活でも応用可能な解明態度を身に着けることとした．契機-

志向相関性とは，あらゆる確信（意味，価値，存在）は，目的，関心，欲望，身体などの志向に応

じて規定され，それらは成立した確信や志向に応じて変化するという原理である11,12）．相対可能性

とは，あらゆる確信には絶対的なものはなく，個人によって異なる相対的なものであるということ
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である11,12）．共通了解可能性とは，確信を成立させる契機と志向が明らかになることで，対立する

者同士が互いに理解できる可能性が生まれる状態である11,12）．信念対立は，自身にとっての確信を

絶対化し，異なる確信を押し付けることによって生じるため，上記3つの考え方を理解することに

よって問題を軽減できる可能性があると論証されている11,12）． 

(2) 学習内容と指導方略の検討 

 本研究で用いるWeb学習プログラムの開発は，独学を支援するためGagneの9教授事象61）を参考

に，「導入」，「展開」，「まとめ」で構成することとした．「導入」では，学習者の注意を引き付け，

学習することの意義を高めてもらうため，信念対立に関する動向と本学習プログラムの目的を伝え

た．「展開」では，DABの解明3条件を学ぶための具体的な学習内容をChapter1～6（資料5）で提

示した．その際，学習者にとって解明3条件への理解を促すための工夫として，専門用語は最小限

にとどめること，物語形式で文字は少なくイラストを多用すること，などを念頭に構成した．ま

た，研究2で明らかになったように，信念対立の「要因」が信念対立の「反応」，および作業機能障

害に関連することが明らかとなったため，Web学習プログラムの指導方略として，信念対立に悩む

医療従事者がDABの解明3条件を用いることで，信念対立の「要因」を解き明かし，「反応」を制御

していくという内容で構成した．1回の学習が概ね30分から1時間程度で終えられるような内容と

し，学習内容の復習を兼ねた小問題を各Chapterに設けた．各Chapterに設けた小問題への回答に

対し，学習プログラムを提供する側からコメントの返信を実施し，学習者の理解度のチェック，モ

チベーション維持の支援を行う体制を整えた．「まとめ」では，学習内容の振り返りと，今後の学習

継続を支援するための関連情報を提供した． 

(3) Web学習プログラム試作版作成 

筆者とDABの開発者の2名で，信念対立に関連する文献11,12,44）をリサーチし，学習内容の具体化

を図った．その後，天野の開発した「学習意欲継続のためのeラーニング教材チェックリスト」

（http://home.riise.hiroshima-u.ac.jp/~ten/ycl.html）を用い，説明に不備や不足が無いか点検し，

試作版の作成を行った．チェックリストは，eラーニング教材の開発に関する文献や先行研究の知見

をもとに開発されており，「学習意欲を継続させる工夫」と「学習意欲を阻害させる要因を含まない

こと」の2つに大きく分けて構成されている62）．「学習意欲を継続させる工夫」は，KellerのARCS

モデルを参照に評価項目が作成されている62,63）．ARCSとは，学習意欲の向上と継続に必要とされ

る，注意（Attention），関連性（Relevance），自信（Confidence），満足感（Satisfaction）の頭文

字から命名される62）．また「学習意欲を阻害させる要因を含まないこと」は，学習意欲を低下させ

るようなデザインとしての欠点である「ユーザビリティ」，「アクセシビリティ」に対する評価項目

がある62）．なお，このチェックリストには動画や音声を含むという項目があるが，本研究で開発す

るWeb学習プログラムは利便性を考慮して動画や音声は含まないものにしたため，それに関する質

問は割愛した． 

(4) プレテスト（表13） 

試作版の内容妥当性を検討するため，信念対立研究者5名を対象にアンケート調査を実施した．

対象者には，事前にeメールで調査の概要を説明した上で研究への同意を得た．Web学習プログラム

の試作版をGoogle Classroomで実施してもらい，終了後にアンケートへの回答を求めた．得られた
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アンケート結果から，検討事項について対象者と研究者双方で納得した時点で終了し，完成版を作

成した． 

 

表13 アンケート内容 

項目 質問内容 

1 

Chapter 1の目的は，信念対立解明アプローチの解明条件1『契機-志向

相関性』について学ぶことでした．ここでは，信念対立は，各人の認

識の違いによって生じており，それは個人の状況や関心によって成立

している，と解説しました．『契機-志向相関性』を学ぶための適切な

内容となっていたでしょうか？ あなたの意見を教えてください． 

2 

Chapter 2・3の目的は，信念対立解明アプローチの解明条件2『相対

可能性』について学ぶことでした．そのため，ここでは，自分自身の

信念が正しいと思える根拠について気づいてもらう内容にしました．

Chapter 2・3はそうした気付きを得るために適切な内容でしたでしょ

うか？ あなたの意見を教えてください． 

3 

Chapter 4の目的は，信念対立解明アプローチの解明条件3『共通了解

可能性』について学ぶことでした．それゆえ，Chapter 4は対立する両

者の背景を理解した上で，両者に共通する目標を探すことの重要性を

伝える内容としました．その内容は，『共通了解可能性』を学ぶため適

切な内容でしたでしょうか？ あなたの意見を教えてください． 

4 

Chapter 5の目的は，Chapter 4で検討した共通目標を達成するための

具体的なアクションプランの立案を学ぶことでした．ここでは，学習

者が自分自身の信念対立事例に汎化して，共通目標とアクションプラ

ンの立案について理解できる内容にしました．Chapter 5 の内容は適

切でしたでしょうか？ あなたの意見を教えてください． 

5 
今回，eラーニングシステムにGoogle classroomを利用しましたが，利

用中に起きた不具合があれば教えてください． 

 

3）結果 

(1) Web学習プログラム試作版作成（表14，15） 

「学習意欲継続のためのeラーニング教材チェックリスト」（http://home.riise.hiroshima-u.ac.jp/~t

en/ycl.html）の結果は，全78目中，「はい」と回答した項目は61項目，「いいえ」と回答した項目は

5項目，「該当なし」と回答した項目は12項目であった．「いいえ」に当てはまる場合，要検討項目

であることを表しており，「いいえ」と回答した質問項目のみ抜粋し，その理由を表15に記載し

た． 
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表14 学習意欲継続のためのeラーニング教材チェックリストの結果 

カテゴリ 項目数 はい いいえ 該当なし 

アクセシビリティ 14 7 4 3 

ユーザビリティ 20 19 0 1 

うそのなさ 5 4 1 0 

ARCS：A 12 11 0 1 

ARCS：R 8 6 0 2 

ARCS：C 9 6 0 3 

ARCS：S 11 9 0 2 

合計 78 61 5 12 

註）ARCSとは，学習意欲の向上と継続に必要とされる，注意（Attention），関連性（Relevanc

e），自信（Confidence），満足感（Satisfaction）の頭文字から命名される． 

 

表15 「いいえ」と回答した質問項目とその理由 

カテゴリ 質問内容 「いいえ」の理由 

アクセシビリティ 

画像には代替テキストが

ある． 

本研究では代替テキストを必要とする対象者が含ま

れていないため． 

音声・映像のコンテンツ

には，別にその内容がわ

かるテキストだけのファ

イルを用意している． 

複数のページがある場

合，サイトマップやリン

ク一覧を提供している． Google Classroomそのものがサイトマップやリンク

一覧を必要とする構造ではなかったため． ユーザが，いま自分がい

るページがわかるように

している． 

うそのなさ 
教材の内容は必要に応じ

て更新している． 

本研究においては，学習プログラムの更新は予定し

ていなかったため． 

 

(2) プレテスト（表16）（資料4） 

対象者5名から得られたアンケートへの回答結果，および検討事項と改善点について表16に示

す．アンケートによって得られた回答をもとに検討を行い，Web学習プログラムの完成版を作成し

た（資料4）．
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表16 アンケートの回答結果および検討事項と改善点 

項目 アンケート回答結果 検討事項と改善点 

1 

内容は分かりやすかったが，登場人物の名前と立場を説明してほしい． Chapter1Aのスライド3に登場人物の名前と立場の説明を追加する． 

どの程度までの理解を促したいのか不明だが，Chapter1の内容だけでは現象を構造化

する際に契機と志向性が関連しているという所まで理解ができる内容ではないと思う． 

Chapter1のみでは「契機-志向相関性」に対する理解のための十分な内容になっていない

が，情報量が多くなることで学習意欲が下がる，逆に理解できなくなるといったことを避け

るため，やや控えめの内容で作成した．そのため，Chapter2と3においても「契機-志向相関

性」の理解を促す形の構成とした．  

学習頻度は1週間に１つのChapterだが，対象者によっては短時間で終える人もいると

思う． 

作業スピードが速い対象者にとっては，遅くてテンポが悪いと感じさせる可能性は考えられ

る．じっくりと内省を促すためにもフィードバックの機会を利用しペース配分に配慮する． 

2 

Chapter2Bのスライド3で「エビデンス」という表現を用いると「エビデンスレベルの

高い意見なら疑わなくて良い」と誤解を受ける可能性がある．  

「エビデンス」という言葉がミスリードを発生させる可能性があり，Chapter2Bのスライド

3「エビデンス」という言葉を「根拠」に変更する．  

相対可能性について徹底的に学習するためにも，もう少し例題が必要ではないか． 例題に関しては，対象者の遂行スピードも解らないので，現状で様子を見て検討する． 

3 

Task of Chapter4A が，以前の質問に対しての回答なのか，自分の経験全般について

の質問なのかがやや分かりづらい． 

Task of Chapter4Aは，Task of Chapter1～3で回答した対象者の信念対立事例を尋ねた設問

であったが，より意図を明確にするため「あなたが経験した対人関係上のトラブルに直面し

た時，どんな感情を抱きましたか？」に変更する．  

自分で立てた目標に基づき実際に行動に反映される対象者がいると思うので，フィード

バックが必要だと思う．  

対象者と双方向的にフィードバックを実施する． 

4 

初学者が本プログラムの１事例のみで，介入プランの立案や理解に役立っているのか判

断が難しい．表面的な理解に留まる場合や，異なる状況下で応用できない対象者もいる

のではないか． 

学習過程で学習者の理解度をモニタリングしつつ，それを深めるためのフィードバックや，

支援を適宜実施していく． 

5 

データの読み込み時間が全般的に長い．  回答者のインターネット環境にも左右される可能性を考慮し，対象者にも配慮する． 

レイアウトの乱れ，文字の重なっている箇所があった．（端末：mac book air 13イン

チ，OS：10.13.1，ブラウザ：safari バージョン11.0.1(13604.3.5) 

Web上での文字の重なりを確認し修正する．対象者のインターネット環境を確認し，指摘の

あったsafariであれば他のブラウザを薦める． 

直接勉強するため，プログラムの教材をダウンロードしようとしたができなかった． 教材は全てPDF化し，Google Classroomにアップすると同時に，対象者に配布する． 

Lineのトーク形式のように，発言ごとに吹出しを作り交互に展開していく方が，会話

の流れが分かりやすく直感的に理解しやすいのではないか． 

発言ごとに吹き出しを作成し，レイアウトを修正する． 
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4）考察 

 本研究では，教材開発の方法論であるID理論を用い，信念対立に精通した複数の研究者間で内容

妥当性の検討を実施したことで，質の担保されたWeb学習プログラムを開発できたと考えられる．

ここで開発したWeb学習プログラムを「事例で学ぶ信念対立解明アプローチ-Exercise of 

Dissolution Approach for Belief Conflict-」と命名した．教材としての質が担保された根拠を以下

に論じる． 

 試作版作成では，教材の質保証について客観的な視点で評価するために開発された天野の「学習

意欲継続のためのeラーニング教材チェックリスト」62）を用いることで，より客観的な検討が可能

となり，Web学習プログラムの質向上につながったと考えられる．試作版では，「アクセシビリテ

ィ」の4項目，「うそのなさ」の1項目に「いいえ」が付き，計5項目が満たされていないという結果

であった．しかしながら，「アクセシビリティ」の項目「画像には代替テキストがある」，「音声・映

像のコンテンツには，別にその内容がわかるテキストだけのファイルを用意している」について

は，本研究で対象となる者のなかに代替テキストを必要とする対象者が含まれていないことから問

題にならないと考えられる．また，「複数のページがある場合，サイトマップやリンク一覧を提供し

ている」，「ユーザが，いま自分がいるページがわかるようにしている」については，Google 

Classroomがマップを要する構造ではないため，サイトマップやリンク一覧を提供する必要がな

く，問題はないと考えられる．「うそのなさ」の「教材の内容は必要に応じて更新している」につい

ては，使用を予定している介入研究中には更新を必要としない内容として作成しているため，問題

はないと考えられた．したがって，チェックリストの質問項目上では不備が無いことが確認された

と考えられる． 

 信念対立研究者5名によるプレテストの実行により，試作版作成の段階では分からなかった不備

が発見された．指摘があった場所は動機づけやアクセシビリティ，ユーザビリティにおいてだっ

た．ユーザビリティに関する意見から，より見やすさを考慮したデザインへの変更や，文字化けを

ふせぐためPDF化するなどの対処を行った．アクセシビリティについても，コンテンツのダウンロ

ードが遅いというアンケート結果が得られていたが，他4名の研究者からはそうした回答は無かっ

たことから，システムやコンテンツの容量ではなく，使用端末やアクセス状況にも左右された結果

である可能性が高いと判断した．また学習内容についても，解明3条件である「契機-志向相関性」，

「相対可能性」，「共通了解可能性」の学習にとって内容が不十分な箇所に指摘が得られた．そのた

め，学習者に誤解を与えかねない言葉については言い回しを変更するなどの修正を行った．また，

学習の理解度に関してプログラムのみでは不十分となる可能性が多く指摘されたことを受け，フィ

ードバックの重要性が明らかになった．また内容だけでなく，Web学習プログラムを運用するプラ

ットフォームとして採用したGoogle Classroomの実動についても，フィードバックを得ることがで

きた．このように開発者，研究者などの複数名で何段階ものチェックを行うことで，Web学習プロ

グラムは解明3条件を習得するための運用上の整備がなされたと考えられる． 
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4．手順2 

1）目的 

 手順2の目的は，実際の臨床現場で働く医療従事者に対し，手順1で開発したWeb学習プログラム

「事例で学ぶ信念対立解明アプローチ-Exercise of Dissolution Approach for Belief Conflict-」を用

いた介入研究を実施し，その効果を検証することであった． 

2）方法 

(1) 対象者 

 対象者の選定基準は，ABCR-14でカットオフ値の58点以上，かつCAODで潜在ランク3以上の者

とした．CAODの潜在ランクの推定には，サイト(http://mutsumiteraoka.blogspot.jp/）からダウン

ロードしたCAODの項目カテゴリ参照プロファイルが保存されたファイルを用いた．統計ソフトは

Exametrika ver.5.3を用いた．選定基準を満たす対象者を募集するため，県内2施設，県外6施設の

42名に対してABCR-14とCAODを郵送，および手渡しで配布し調査を依頼した．なお，調査の同意

については調査用紙の返信により得られたものとした． 

(2) 調査用紙 

① フェイスシート 

 フェイスシートは，対象者の基本情報として年齢，性別，職種，臨床経験，勤務形態を聴取し

た． 

② ABC-FR45） 

ABC-FRは，研究2と同様とした． 

③ CAOD49） 

 CAODは，は研究2と同様とした． 

④ SRS-1827） 

 SRS-18は，は研究2と同様とした． 

(3) 研究デザイン（図12） 

本研究の研究デザインはSSDのABAデザインとした．ABC-FRとCAOD，およびSRS-18を図12

の①，②，③，④の4時点で実施した．介入期は，対象者に研究3で開発した「事例で学ぶ信念対立

解明アプローチ-Exercise of Dissolution Approach for Belief Conflict-」を学ぶためのWeb学習プロ

グラムを導入した．介入期の前は，介入期との差異を検討するための基準データを収集するためベ

ースライン期を設けた．また，介入期の後は介入の長期効果を確認するためフォローアップ期を設

けた．期間はベースライン期が2週間，介入期が8週間，フォローアップ期が4週間とした． 

 

 

図12 研究デザイン 
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(4) eラーニングの学習環境 

 Google Classroomを用い，対象者1人につき1つのクラスを準備した．クラスごとに発行されたク

ラスコードを対象者に配布しクラスへのログインを促した． 

(5) 学習スケジュール（図13） 

 介入期における学習の頻度は，1週間に1回とし，全8回を予定した．1回毎にパワーポイントで作

成された課題を実施するように求めた．なお，第2回～6回にかけては，問題が設置されており回答

欄への回答を促した．得られた回答は研究者が確認し，内容に応じて適宜返信することとした． 

 

 

図13 学習スケジュール 

註）Chapter1では，DABの解明条件1「契機-志向相関性」を，Chapter2・3では，DABの解明条

件2「相対可能性」を，Chapter4・5では，DABの解明条件3「共通了解可能性」を学習できる課題

内容とし，復習のための問題を添付した． 

 

(6) データ解析 

 データ解析は，対象者の属性に関する要約，各調査結果の傾向分析とインタビュー，Web学習プ

ログラムの効果検証を実施した．対象者の属性は，フェイスシートの結果を記述統計量で算出し

た．各調査結果の傾向分析は，図12の研究のデザインに示した①，②，③，④の4時点で得られたA

BC-FR，CAOD，SRS-18の結果をグラフ化し，目視法で分析した．さらに，調査期間中に各調査

結果に影響を及ぼしうるイベント発生の有無，およびWeb学習プログラムの主観的効果についてイ

ンタビューを実施した．Web学習プログラムの効果検証は，ABC-FRの介入期前後のデータ間で差

があるという仮説が正しい確率をベイズ推定による一要因分散分析により算出した．ベイズ推定を

用いる利点は，従来用いられてきた推定法よりも得られる情報量が多く結果の解釈が容易になる点

である64）．また，これは今回のような小サンプル数でも推定精度を高められる手法である64）．ベイ

ズ推定の設定は，シミュレーション回数2000，バーンイン期間1000，マルコフ連鎖の数4とした6

4）．また，事前分布はコーシー分布，事後分布は正規分布を仮定した．データ解析の収束判断は，R
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hatが1.05以下とした64)．統計ソフトは，R3.5.1（http://www.rproject.org）とrstan2.17.3（http://

mc-stan.org/users/interfaces/rstan）のパッケージを使用した． 

3）結果 

(1) 記述統計量の算出（表17） 

 調査用紙の返信率は100%であり，返信の得られた42名中8名が選定基準を満たしていることが分

かった．その8名のうち，介入研究への参加同意が得られたのは理学療法士1名，作業療法士5名，

言語聴覚士1名の合計7名（男性5名，女性2名，平均年齢：32.0±4.3歳）であった．同意の得られた

7名のABCR-14合計点の平均は65.9±7.0点，CAOD合計点の平均は76.0±15.1点であった． 

 

表17 対象者の属性 

対象者 職種 性別 年齢 経験年数 
ABCR-14 

合計点 

CAOD 

合計点 

CAOD 

潜在ランク 

1 理学療法士 男性 37 8 60 86 5 

2 作業療法士 女性 27 4 58 44 3 

3 作業療法士 男性 34 4 66 79 5 

4 作業療法士 男性 35 13 65 76 5 

5 言語聴覚士 男性 26 3 63 78 5 

6 作業療法士 女性 30 3 70 91 5 

7 作業療法士 男性 35 2 79 78 5 

平均 - - 32.0±4.3 5.3±3.9 65.9±7.0 76.0±15.1 - 

註）ABCR-14= Assessment of Belief Conflict in Relationship-14, CAOD= Classification and Assessment 

of Occupational Dysfunction 

 

(2) 各調査結果の傾向分析とインタビュー（図 14，表 18） 

7 名中，設定した学習期間中に Web 学習プログラムを完遂できたのは 5 名（表 17 の対象者 1～

5）であった．5 名から得られた計 4 回のデータを対象者ごとにグラフで示した（図 14）．介入前の

データ②と介入後データ③を比較した時，対象者 1 と 2 については，ABC-FR，CAOD，SRS-18

の全てで介入後のデータが増加していた．また，対象者 3 は，ABC-FR については介入後のデータ

が減少した．一方，CAOD は介入後のデータが増加しており，SRS-18 は変化を認めなかった．対

象者 4 と 5 については，ABC-FR，CAOD，SRS-18 のすべてで介入後のデータが減少していた．e

ラーニング後のインタビューにより，対象者 1 と 2 は，ベースライン期で役職昇進や人事異動など

の労働条件の変化を経験したことがわかった．Web 学習プログラムの主観的効果に関して，実際の

労働場面で学習した内容を応用し自身の経験した信念対立の解消，および軽減にいたる高い習熟度

が伺えたのは対象者 3 と 4 の 2 名であった．その他の 3 名についても，信念対立に対処しようと

DAB を実行していた． 
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図14 各対象者におけるABC-FR，CAOD，SRS-18の調査結果 

註）①べースライン期前，②介入期前，③介入期後，④フォローアップ期後のデータ 
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図14 各対象者におけるABC-FR，CAOD，SRS-18の調査結果（つづき） 

註）①べースライン期前，②介入期前，③介入期後，④フォローアップ期後のデータ 
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表18 インタビュー結果 

 イベント発生の有無 Web学習プログラムに対する主観的効果 

対象者 1 ベースライン期（①～②）で役職昇進

の内示を受けた．介入期（②～③）に

おいて臨床業務に加え管理業務が増大

した． 

自分の根底にある考え方について，再考で

きた．実生活での応用までには至らない． 

対象者 2 ベースライン期（①～②）に人事異動

の内示を受け，同法人の別病院への勤

務を命じられた．介入期（②～③）で

は新しい職場に異動し，臨床業務も多

く，身体的疲労は以前よりも蓄積して

いた．  

信念対立場面に出くわした時，相手にも背

景があることを頭に浮かべるようになっ

た． 

対象者 3 特になし． 以前は腹を立てていたようなシチュエーシ

ョンでも，腹を立てることが少なくなっ

た．選択肢が広がったような感覚がある．

学習初期の頃は，学んだことを実践する

際，意識しないとできなかったが，今は，

意識しなくとも自然に出来ている． 

対象者 4 特になし． 普段から対立場面に出くわす機会が多く，

学んだ DAB を実践した所，対立していた相

手と上手く話ができるようになった． 

対象者 5 特になし． 学習内容を実践に結びつけることは難しい

ように感じた．自分自身が信念対立という

状況に陥っているという事実を把握するよ

うに意識するようになった．そうすること

で，対立から生じるネガティブな気持ちを

落ち着けることができた． 

 

(3) 一要因分散分析（表19） 

Web学習プログラムの効果を検証するため，介入前と介入後に計測したABC-FRのデータを比較

検討した．対象者1と2は，ベースライン期で労働条件上の大きな変化を経験しており，介入以外の

要因の変化が結果に大きく影響していると判断し，本分析では対象者3，4，5のデータのみ用い

た．その結果，Rhatは1.05以下であり，収束基準を満たした．表19のUδ3-2<0より，研究仮説

「δ3-2<0」が正しい確率は.92であり，「Web学習プログラム実施後のABC-FR平均点はWeb学習プ

ログラム実施前のABC-FR平均点よりも低下する」という仮説が正しい確率が92％を示した． 
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表19 一要因分散分析の結果 

 推定値 事後標準偏差 l-95％ CI u-95％ CI n_eff Rhat 

μ1 51.95 2.90 46.83 56.65 769 1.00 

μ2 56.75 3.14 50.49 63.66 552 1.01 

μ3 45.01 11.70 25.04 67.2 293 1.01 

μ4 39.24 12.55 13.64 65.87 1172 1.00 

δ2-1 4.79 3.99 -2.59 12.36 624 1.01 

δ3-1 -6.94 11.71 -26.91 14.8 296 1.01 

δ4-1 -12.72 12.41 -38.38 13.65 1247 1.00 

δ3-2 -11.73 11.88 -32.74 11.09 301 1.01 

δ4-2 -17.51 12.55 -43.78 9.54 1118 1.00 

δ4-3 -5.78 16.37 -37.83 23.75 459 1.01 

Uδ2-1> 0 .93 .26 .00 1.00 961 1.01 

Uδ3-1< 0 .84 .37 .00 1.00 993 1.00 

Uδ4-1< 0 .88 .32 .00 1.00 1393 1.00 

Uδ3-2< 0 .92 .27 .00 1.00 588 1.00 

Uδ4-2< 0 .93 .25 .00 1.00 1355 1.00 

Uδ4-3< 0 .67 .47 .00 1.00 1433 1.00 

註）CI= confidence interval，l-95％ CI= 95%信用区間下限，u-95％ CI= 95%信用区間上限，

n_eff= 有効標本数，μ1= ベースライン期前のデータ平均値，μ2= 介入期前のデータ平均値，μ3= 

介入期後のデータ平均値，μ4= フォローアップ期後のデータ平均値, δ2-1= μ1とμ2の差，δ3-1= μ1

とμ3の差，δ4-1= μ1とμ4の差，δ3-2= μ2とμ3の差，δ4-2= μ2とμ4の差，δ4-3= μ3とμ4の差，Uδ2-

1> 0= μ1よりもμ2が大きいという仮説が正しい確率，Uδ3-1> 0= μ1よりもμ3が小さいという仮説

が正しい確率，Uδ4-1> 0= μ1よりもμ4が小さいという仮説が正しい確率，Uδ3-2> 0= μ2よりもμ3

が小さいという仮説が正しい確率，Uδ4-2> 0= μ2よりもμ4が小さいという仮説が正しい確率，

Uδ4-3> 0= μ2よりもμ3が小さいという仮説が正しい確率 

 

4）考察 

 手順2では，医療従事者5名を対象にDABに基づくWeb学習プログラムの効果を検討した．その結

果，ベースライン期に労働条件が変化しなかった対象者3，4，5は，「Web学習プログラム実施後の

ABC-FR平均点はWeb学習プログラム実施前のABC-FR平均点よりも低下する」という仮説が正し

い確率が92%であった．そのため，本学習プログラムの実施により，対象者の信念対立は92%以上

の確率で軽減すると考えられる．対象者3，4，5におけるWeb学習プログラムに対する主観的効果

のインタビュー結果からも，この結果は支持されている．本研究で開発したeラーニングの基盤にあ

るDABは，信念対立を軽減するために，契機-志向相関性，相対可能性，共通了解可能性を担保す

る思考法を身につける必要があるというものである．本研究で開発したWeb学習プログラムは，

DABの思考法を身につけるものであり，本研究の結果はDABの理論的見解を支持するものであった

と考えられる． 
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 他方，対象者1，2ではABC-FR，CAOD，SRS-18の全ての結果で増加傾向を認めた．その理由

は，研究期間中に対象者が役職昇進や人事異動といった労働条件の変化を経験したためであると考

えられる．また対象者1，2のインタビュー結果からも，役職昇進や人事異動による業務内容の変化

や業務量の増大は，人間関係の変化を生じさせ，ストレスの増大や労働時間以外の日常生活にまで

影響を及ぼす可能性が示された．これは，信念対立がさまざまな条件に応じて変化する問題である

ことを示していると考えられる．また，こうした労働条件の変化は，DABの介入効果が得られなか

ったことに影響した可能性が考えられる．先行研究では，医療従事者の経験する否定的な感情は，

バーンアウトや生活の質の低下を引き起こすだけでなく，知識やスキルを学習する認知プロセスに

悪影響を及ぼす可能性が示唆されている65）．つまり，本研究で対象者1と2は，人事異動や役職昇進

といった経験から否定的な感情が生じ，結果的に学習効果が得られにくい状況に陥っていた可能性

が考えられる．さらに，神経心理学的側面から心理的ストレスが身体に及ぼす影響について調査し

たいくつかの報告では，労働者における疲労や慢性的なストレスといった精神的負荷により，生態

的なストレス反応である，視床下部-下垂体-副腎皮質系（Hypothalamic-Pituitary-Adrenalaxis：

以下，HPA系）の遷延化を引き起こし，脳血流の低下や脳機能を低下させることが報告されている

66-68）．本研究の対象者の選定条件から，高ストレス状態にある可能性が高く，慢性的なストレスに

より介入で用いたWeb学習プログラムの学習効果が得られにくい状況にあった可能性も考えられ

る． 

 本研究では，労働条件に著しい変化がない医療従事者の信念対立は，eラーニングによるDABの

Web学習プログラムにより軽減できることが示された．しかしながら，対象者の職業性ストレス反

応を高める可能性のある労働条件の変化が生じた場合，学習プログラムの効果が得られにくい状況

に陥っている可能性を考慮する必要が考えられる．したがって，DABの導入に際しては，Web学習

プログラム実施期間中に否定的な心理的変化を生じさせるような労働条件や日常生活の変化を経験

していないかどうかについてもモニタリングしながら進める必要がある．また，対象者が信念対立

以外でストレスを高める要因を抱えていないか精査すると同時に，ストレスを自覚している期間の

長さについても聴取する必要があると考えられる． 

 

第 3節 全体考察 

 研究3の目的は，DABを学ぶためのWeb学習プログラムを開発し，その効果について検討するこ

とであった．その結果，研究期間中に労働条件に大きな変化を経験しなかった対象者においては，

本研究で作成したWeb学習プログラムで信念対立が軽減する可能性が示された．当初，研究期間内

で完遂できたのは対象者7名中5名であり，半数以上の対象者が遂行できていることから，今回作成

した学習プログラムは比較的負担なく実施できる内容であったと考えられる． 

 他方，学習後のインタビュー結果の記載内容から，DABの習熟度にバラつきが生じており，習熟

度の高い対象者ほど臨床場面で積極的にDABを活用し信念対立の軽減を図ろうとしている様子が示

唆された．このように，日常業務で活用する機会の多さが信念対立軽減の可能性を高めていると考

えられる．また学習者一人一人の習熟度を高めるため，信念対立事例を増やしてDABについて理解

を促すなどの工夫が必要であると共に，学習の理解度を適宜モニタリングし，学習者の理解度に合



- 57 - 

 

わせ理解を深めるための声掛けや質問などの働きかけが重要であると考えられる．学習者との双方

向性のコミュニケーションにより，習熟度が高まって活用機会の増大につながると考えられる．ま

た，活用機会の増大はさらに習熟度を高め，信念対立の軽減を促すと考えられる． 

 本研究の限界は，SSDで検討したため結果の一般化ができない点にある．また，Web学習プログ

ラムで用いた教育方略のうち，どれが効果的であったのかは特定できなかった． 

 

第 4節 結論 

 研究 3 の目的は，信念対立の軽減を目的とした DAB に基づく Web 学習プログラムを開発し，そ

の効果を検討することであった．その結果，質の担保された Web 学習プログラムが開発され，信念

対立を抱える医療従事者に対して一定の効果を示すことが確認された．なお，労働条件の変化によ

って業務負担が増大した強いストレス状態は，Web 学習プログラムの効果を打ち消す可能性が明ら

かとなり，導入に際しては対象者の労働条件に対する詳細な把握が重要であると考えられる． 
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第 4章 総合考察 

 本博士論文の全体の目的は，医療従事者の信念対立を低減・予防するために，信念対立を評価・

解釈できる知見を創出し，有効な対策を検討することであった．この目的を達成するために，研究

1 では，医療従事者を対象に信念対立の要因と反応を測定できる尺度である ABC-FR を開発した

45）．研究 2 では，ABC-FR の再現可能性の程度を確認し，カットオフ値を設定したうえで，信念対

立と作業機能障害，職業性ストレス反応の構造的関係を明らかにした 55）．研究 3 では，信念対立と

作業機能障害を体験している医療従事者を対象に SSD で DAB を基盤にした Web 学習プログラム

の効果を明らかにした．総合考察では，研究 1 から研究 3 で得られた知見を総括し，本研究の臨床

応用可能性について検討する． 

 

第 1節 本研究から得られた新たな知見 

 研究1は，医療従事者186名を対象に，信念対立の要因と反応を測定できる尺度であるABC-FRを開

発した45）．方法は，尺度開発における国際基準であるCOSMINを参考に標準的な手続きを採用した

45）．その結果，ABC-FRは2因子19項目で構成され，妥当性と信頼性を担保した尺度であることが示

された45）．ABC-FRは，医療従事者の経験する信念対立を要因と反応に分けて測定できる尺度として

機能すると考えられる45）． 

 次に研究2は，研究1で開発したABC-FRについて，開発時と異なる医療従事者305名を対象に，尺

度特性を検証した．その結果，ABC-FRは既存の因子構造が再現され，尺度として高い妥当性と信頼

性を有した尺度であることが確認され，ABC-FRのカットオフ値が45点に設定された．つまり，ABC-

FRで45点以上の得点を有する対象者は，強い信念対立を抱えている可能性があり，何らかの対処が

必要な状態であると解釈できると考えられる．さらに，研究2はABC-FRを用い，305名の医療従事者

を対象に信念対立と作業機能障害，職業性ストレス反応の関連を調査した55）．その結果，医療従事者

の信念対立は作業機能障害，および職業性ストレス反応の増悪要因となる可能性が示された55）．つま

り信念対立に対する適切な評価と対処により，作業機能障害や職業性ストレス反応を抑制できる可

能性が示されたと考えられる55）． 

 最後の研究3は，DABの習得を目的としたWeb学習プログラムを開発し，信念対立と作業機能障害

を体験する医療従事者7名を対象に介入効果を検討した．その結果，DABに対して高い学習意欲を持

ち，実際の臨床現場で積極的に使用する機会の多かった3名には，介入効果を示すことがわかった．

一方，人事異動や昇進などの労働条件の変化を体験した2名にはWeb学習プログラムの効果が認めら

れなかった．その理由は，対象者は元々，信念対立と作業機能障害を体験している上に，新たな環境

への適応や業務量の増大というストレスがさらに加わり，学習困難な状態に陥ったことが考えられ

る． 

 

第 2節 臨床応用可能性 

 医療保健福祉領域における信念対立は，医療従事者のメンタルヘルスの不調に関連する要因であ

る 4,6,13)．また信念対立は，立場や価値観の違いから生じる人間関係の問題であり，その結果，医療

崩壊といった社会的課題に発展する可能性がある 12）．よって，信念対立の低減・予防に関する取り



- 59 - 

 

組みは，医療従事者のメンタルヘルス問題や多職種連携の促進に寄与する可能性が考えられる．研

究 1，2，3 で得られた知見は，医療従事者の信念対立改善の一助になると考えられる．研究 1，2

で開発した ABC-FR を信念対立に直面する医療従事者に用いることで，信念対立を引き起こしてい

る要因と，そこから生じる反応を客観的に捉え，具体的な対処の検討につなげられることが可能と

なる 45）．また ABC-FR にはカットオフ値（45 点）が設けられており，信念対立に精通していない

医療従事者でも合計点を算出するだけで，高信念対立群かどうかを容易に判定できる．つまり，

ABC-FR は専門家，非専門家の両者において有効に利用が可能な尺度になっていると言える．そし

て，ABC-FR が 45 点以上で高信念対立群と判定された者には，研究 3 で開発した DAB に基づく

Web 学習プログラムの実施により，信念対立が軽減できる可能性が考えられる．この Web 学習プ

ログラムの習得において，学習した内容を臨床現場で積極的に用いるほど，効果が得られやすいこ

とが明らかとなった．その一方で，人事異動や役職昇進などの労働条件が変化した場合，対象者の

ストレスは増幅し，Web 学習プログラムの効果を打ち消す可能性が示唆されている．したがって，

DAB に基づく Web 学習プログラムの効果をより高いものにするためには，学習者のストレス状態

を適宜把握すること，また，学習者が Web 学習プログラムで学んだ内容を普段の臨床現場で用いる

ためのサポートを行うことが重要となる．その点については，DAB に基づく e ラーニングシステム

のプラットフォームである Google Classroom 上で，学習者と双方向なコミュニケーションを図

り，ストレスの変化を捉えながら，学習者の信念対立状況に応じた具体的な助言体制が整っている

といえる．以上のことより，信念対立に直面している医療従事者に対し本研究で開発した ABC-FR

と学習プログラムを用いることで客観的な状態把握が可能となり，Web 学習プログラムの導入によ

り信念対立の改善に役立てられると考えられる．そして，人間関係のトラブルである信念対立の改

善により多職種連携の促進につながる可能性が考えられる． 
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終章 

第 1節 結論 

本研究の目的は，医療従事者の信念対立を低減・予防するために，信念対立を評価・解釈できる

知見を創出し，対策を検討することだった．この目的を達成するため，研究 1 では医療従事者の信

念対立を要因と反応に区別して測定することが可能な尺度として ABC-FR を開発した 45）．研究 2

では，ABC-FR の尺度特性を検証，カットオフ値の生成，および医療従事者の信念対立と作業機能

障害，職業性ストレス反応との構造的関連性の検討を実施した 55）．研究 3 では，DAB の習得を目

的とした Web 学習プログラムを開発し，実際の臨床現場で働く医療従事者を対象にその効果を検証

した． 

その結果，研究 1 から研究 2 では，ABC-FR の高い妥当性と信頼性が明らかとなり，医療従事者

の信念対立を適切に測定することができる尺度であることがわかった 45）．ABC-FR のカットオフ値

を設定できたことで，対象者の状態を判断するための一指標となり，尺度の運用可能性が高まった

と考えられる．加えて，研究 2 では医療従事者の信念対立，作業機能障害，職業性ストレス反応と

の構造的関連性が明らかとなった 55）．医療従事者が臨床現場で経験する信念対立の軽減は，作業機

能障害や職業性ストレス反応の軽減につながる可能性を示した 55）．研究 3 では，DAB の習得を目

的に開発した Web 学習プログラムが，学習に対する意欲が高く，習得した知識や技術を積極的に実

施する対象者に介入効果を示すことが分かった．ただし，本人が望んでいないにもかかわらず，労

働条件に大きな変化がある場合，その効果を示さない可能性が示唆された． 

 

第 2節 研究の限界 

本研究の限界は，研究 3 において単一事例実験計画法による結果であるため，介入効果として強

い根拠を示せていないことが挙げられる．しかしながら，研究 1，2 を通じて医療従事者を対象に

良好な尺度特性を有した ABC-FR が開発できたこと，研究 3 では信念対立の軽減に向けた効果的な

介入方法における知見を得ることができた．したがって，本研究の目的である医療従事者の信念対

立を低減・予防するために評価を開発し，関連する要因との関係を検討し，有効な対策を立案する

ということは達成できたと考えられる． 
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